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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、前記基材上に設けられた導電性層と、前記基材と前記導電性層との間に設けら
れた中間層と、を含み、
　前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍである金属ナノ
ワイヤと、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群より選ばれる元素（ｂ）のアルコキシ
ド化合物を加水分解及び重縮合して得られるゾルゲル硬化物を含み、
　前記導電性層に含まれる前記金属元素（ａ）の物質量に対する、前記導電性層に含まれ
る前記元素（ｂ）の物質量の比が０．１０／１～２２／１の範囲にあり、
　前記導電性層中の前記金属ナノワイヤの含有量は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ
／ｍ２の範囲であり、
　前記導電性層の平均膜厚が０．００５μｍ～０．５μｍであり、
　前記中間層は、前記導電性層に接し且つ前記金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基を
有する化合物を含む、導電性部材。
【請求項２】
　基材と、前記基材上に設けられた導電性層と、前記基材と前記導電性層との間に設けら
れた中間層と、を含み、
　前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍである金属ナノ
ワイヤ、並びに、下記一般式（１）で示される部分構造、下記一般式（２）で示される部
分構造、及び一般式（３）で示される部分構造からなる群より選択される少なくとも１つ
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の構造を含むゾルゲル硬化物を含有し、かつ、
　前記導電性層に含まれる前記金属元素（ａ）の物質量に対する、前記導電性層に含まれ
る前記元素（ｂ）の物質量の比が０．１０／１～２２／１の範囲にあり、
　前記導電性層中の前記金属ナノワイヤの含有量は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ
／ｍ２の範囲であり、
　前記導電性層の平均膜厚が０．００５μｍ～０．５μｍであり、
　前記中間層は、前記導電性層に接し且つ前記金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基を
有する化合物を含む、導電性部材。
【化１】

 
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ２はそれぞ
れ独立に水素原子または炭化水素基を示す。）
【請求項３】
　基材と、前記基材上に設けられた導電性層と、前記基材と前記導電性層との間に設けら
れた中間層と、を含み、
　前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍの金属ナノワイ
ヤと、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群より選ばれる元素（ｂ）のアルコキシド化
合物を加水分解及び重縮合して得られるゾルゲル硬化物を含み、
　前記導電性層に含まれる前記金属ナノワイヤの質量に対する、前記導電性層において加
水分解及び重縮合により前記ゾルゲル硬化物を形成する前記アルコキシド化合物の質量の
比が０．２５／１～３０／１の範囲にあり、
　前記導電性層中の前記金属ナノワイヤの含有量は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ
／ｍ２の範囲であり、
　前記導電性層の平均膜厚が０．００５μｍ～０．５μｍであり、
　前記中間層は、前記導電性層に接し且つ前記金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基を
有する化合物を含む、導電性部材。
【請求項４】
　前記ゾルゲル硬化物が、下記一般式（１）で示される部分構造、下記一般式（２）で示
される部分構造、及び一般式（３）で示される部分構造からなる群より選択される少なく
とも１つの構造を含む、請求項３に記載の導電性部材。
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【化２】

 
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ２はそれぞ
れ独立に水素原子または炭化水素基を示す。）
【請求項５】
　前記アルコキシド化合物が、下記一般式（Ｉ）で示される化合物を含む請求項１または
請求項３に記載の導電性部材。
　　　Ｍ１（ＯＲ１）ａＲ２

４－ａ　　　　（Ｉ）
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ１およびＲ
２はそれぞれ独立に水素原子または炭化水素基を示し、ａは２～４の整数を示す。）
【請求項６】
　Ｍ１がＳｉである請求項２，請求項４または請求項５に記載の導電性部材。
【請求項７】
　前記金属ナノワイヤが、銀ナノワイヤである請求項１～請求項６のいずれか一項に記載
の導電性部材。
【請求項８】
　前記導電性層の表面から測定した表面抵抗率が、１，０００Ω／□以下である請求項１
～請求項７のいずれか一項に記載の導電性部材。
【請求項９】
　前記導電性層が、導電性領域および非導電性領域を含み、かつ少なくとも前記導電性領
域が前記金属ナノワイヤを含む請求項１～請求項８のいずれか一項に記載の導電性部材。
【請求項１０】
　前記官能基が、アミド基、アミノ基、メルカプト基、カルボン酸基、スルホン酸基、リ
ン酸基およびホスホン酸基、並びに、これらの基の塩からなる群より選ばれる請求項１～
請求項９のいずれか一項に記載の導電性部材。
【請求項１１】
　前記導電性層の表面に対して、連続加重引掻試験機を使用し、１２５ｇ/ｃｍ２の圧力
でガーゼを押し付け、５０往復擦る耐磨耗試験を行った場合、前記耐磨耗試験前の導電性
層の表面抵抗率（Ω／□）に対する前記耐磨耗試験後の導電性層の表面抵抗率（Ω／□）
）の比が１００以下である請求項１～請求項１０のいずれか一項に記載の導電性部材。
【請求項１２】
　屈曲試験に供される前の前記導電性部材の前記導電性層の表面抵抗率（Ω／□）に対す
る、前記屈曲試験に供された後の前記導電性層の表面抵抗率（Ω／□）の比が５．０以下
であり、
　前記屈曲試験が、直径１０ｍｍの円筒マンドレルを備える円筒形マンドレル屈曲試験器
を用いて、前記導電性部材を２０回曲げ試験に供することである、請求項１～請求項１１
のいずれか一項に記載の導電性部材。
【請求項１３】
　（ａ）前記基材上に、金属ナノワイヤの質量に対する前記アルコキシド化合物の質量の
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比が０．２５／１～３０／１の範囲で、前記金属ナノワイヤおよび前記アルコキシド化合
物を含む液状組成物を塗布して、当該液状組成物の液膜を前記基材上に形成すること、並
びに、
　（ｂ）前記液膜中の前記アルコキシド化合物を加水分解および重縮合させて前記ゾルゲ
ル硬化物を得ること、
を含み、
　さらに、前記（ａ）に先だって、前記基材における前記液膜が形成される表面に、少な
くとも一層の前記中間層を形成すること、
を含む、請求項３に記載の導電性部材の製造方法。
【請求項１４】
　前記導電性層が非導電性領域と導電性領域とを有するように、前記（ｂ）の後に、さら
に
　（ｃ）前記導電性層にパターン状の非導電性領域を形成すること、
を含む請求項１３に記載の導電性部材の製造方法。
【請求項１５】
　請求項１～請求項１２のいずれか一項に記載の導電性部材を含むタッチパネル。
【請求項１６】
　請求項１～請求項１２のいずれか一項に記載の導電性部材を含む太陽電池。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性部材、その製造方法、タッチパネル及び太陽電池に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、金属ナノワイヤのような導電性繊維を含む導電性層を有する導電性部材が提案さ
れている（例えば、特表２００９－５０５３５８号公報参照。）。この導電性部材は、基
材上に、複数の金属ナノワイヤを含む導電性層を備えるものである。この導電性部材は、
例えば導電性層中にマトリックスとしての光硬化性組成物を含有すると、パターン露光お
よびそれに引き続く現像によって、所望の導電性領域と非導電性領域とを含む導電性層を
有する導電性部材に容易に加工され得る。この加工された導電性部材は、例えばタッチパ
ネルとして、または太陽電池の電極としての用途に供することができる。
　上記の導電性部材の導電性層は、物理的および機械的な性質を向上させるため、マトリ
ックス材中に導電性部材が分散または埋め込まれたものとすることも記載されている。そ
して、このようなマトリックス材として、ゾルゲルマトリックスのような無機材料が例示
されている（例えば、特許文献１の段落００４５～００４６及び００５１参照）。
　高い透明性と高い導電性を兼ね備えた導電性層として、透明樹脂と金属ナノワイヤのよ
うなファイバー状の導電性物質とを含有する導電性層を基材上に設けた導電性部材が提案
されている。上記の透明樹脂として、アルコキシシラン、アルコキシチタン等の化合物を
ゾルゲル法により熱重合させた樹脂が例示されている（例えば、特許文献２および特許文
献３）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２００９－５０５３５８号公報
【特許文献２】特開２０１０－１２１０４０号公報
【特許文献３】特開２０１１－２９０９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記の導電性部材は、例えば鉛筆、タッチパネル操作具のような先端のとがった用具で
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いたり摩耗したりしてしまうため、依然として導電性層の膜強度および耐摩耗性に改善の
余地があった。
　上記の導電性部材は、高温の雰囲気、又は、高温かつ高湿度の雰囲気の下に長時間晒さ
れると、導電性および透明性のうちの少なくとも一つが低下してしまう場合がある。
　上記の導電性部材は、可撓性のあるタッチパネルに供される場合には、長期に亘って繰
り返し折り曲げられる操作を受け、導電性層にひび割れ等が発生して導電性の低下をきた
すことがあるため、耐屈曲性に改善の余地がある。
　金属ナノワイヤを含む導電性層を備えた導電性部材において、高い導電性と高い透明性
を有すると共に、膜強度が高く、耐摩耗性に優れ、耐熱性及び耐湿熱性に優れ、かつ耐屈
曲性に優れる導電性部材が要望されていた。
【０００５】
　従って、本発明が解決しようとする課題は、高い導電性と高い透明性と、を有すると共
に、耐摩耗性、耐熱性、及び耐湿熱性に優れ、且つ、耐屈曲性に優れる導電性部材及びそ
の製造方法、並びに当該導電性部材を用いたタッチパネルおよび太陽電池を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記課題を解決する本発明は、以下のとおりである。
＜１＞　基材と、前記基材上に設けられた導電性層と、前記基材と前記導電性層との間に
設けられた中間層と、を含み、
　前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍである金属ナノ
ワイヤと、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群より選ばれる元素（ｂ）のアルコキシ
ド化合物を加水分解及び重縮合して得られるゾルゲル硬化物を含み、
　前記導電性層に含まれる前記金属元素（ａ）の物質量に対する、前記導電性層に含まれ
る前記元素（ｂ）の物質量の比が０．１０／１～２２／１の範囲にあり、
　前記導電性層中の前記金属ナノワイヤの含有量は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ
／ｍ２の範囲であり、
　前記導電性層の平均膜厚が０．００５μｍ～０．５μｍであり、
　前記中間層は、前記導電性層に接し且つ前記金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基を
有する化合物を含む、導電性部材。
＜２＞　基材と、前記基材上に設けられた導電性層と、前記基材と前記導電性層との間に
設けられた中間層と、を含み、
　前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍである金属ナノ
ワイヤ、並びに、下記一般式（１）で示される部分構造、下記一般式（２）で示される部
分構造、及び一般式（３）で示される部分構造からなる群より選択される少なくとも１つ
の構造を含むゾルゲル硬化物を含有し、かつ、
　前記導電性層に含まれる前記金属元素（ａ）の物質量に対する、前記導電性層に含まれ
る前記元素（ｂ）の物質量の比が０．１０／１～２２／１の範囲にあり、
　前記導電性層中の前記金属ナノワイヤの含有量は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ
／ｍ２の範囲であり、
　前記導電性層の平均膜厚が０．００５μｍ～０．５μｍであり、
　前記中間層は、前記導電性層に接し且つ前記金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基を
有する化合物を含む、導電性部材。
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【化１】

 
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ２はそれぞ
れ独立に水素原子または炭化水素基を示す。）
＜３＞　基材と、前記基材上に設けられた導電性層と、前記基材と前記導電性層との間に
設けられた中間層と、を含み、
　前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍの金属ナノワイ
ヤと、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群より選ばれる元素（ｂ）のアルコキシド化
合物を加水分解及び重縮合して得られるゾルゲル硬化物を含み、
　前記導電性層に含まれる前記金属ナノワイヤの質量に対する、前記導電性層において加
水分解及び重縮合により前記ゾルゲル硬化物を形成する前記アルコキシド化合物の質量の
比が０．２５／１～３０／１の範囲にあり、
　前記導電性層中の前記金属ナノワイヤの含有量は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ
／ｍ２の範囲であり、
　前記導電性層の平均膜厚が０．００５μｍ～０．５μｍであり、
　前記中間層は、前記導電性層に接し且つ前記金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基を
有する化合物を含む、導電性部材。
＜４＞　前記ゾルゲル硬化物が、下記一般式（１）で示される部分構造、下記一般式（２
）で示される部分構造、及び一般式（３）で示される部分構造からなる群より選択される
少なくとも１つの構造を含む、＜３＞に記載の導電性部材。

【化２】

 
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ２はそれぞ
れ独立に水素原子または炭化水素基を示す。）
＜５＞　前記アルコキシド化合物が、下記一般式（Ｉ）で示される化合物を含む＜１＞又
は＜３＞に記載の導電性部材。
　　　Ｍ１（ＯＲ１）ａＲ２

４－ａ　　　　（Ｉ）
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ１およびＲ
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２はそれぞれ独立に水素原子または炭化水素基を示し、ａは２～４の整数を示す。）
【０００７】
＜６＞　Ｍ１がＳｉである＜２＞、＜４＞または＜５＞に記載の導電性部材。
＜７＞　前記金属ナノワイヤが、銀ナノワイヤである＜１＞～＜６＞のいずれか一項に記
載の導電性部材。
＜８＞　前記導電性層の表面から測定した表面抵抗率が、１，０００Ω／□以下である＜
１＞～＜７＞のいずれか一項に記載の導電性部材。
＜９＞　前記導電性層が、導電性領域および非導電性領域を含み、かつ少なくとも前記導
電性領域が前記金属ナノワイヤを含む＜１＞～＜８＞のいずれか一項に記載の導電性部材
。
＜１０＞　前記官能基が、アミド基、アミノ基、メルカプト基、カルボン酸基、スルホン
酸基、リン酸基およびホスホン酸基、並びに、これらの基の塩からなる群より選ばれる＜
１＞～＜９＞のいずれか一項に記載の導電性部材。
＜１１＞　前記導電性層の表面に対して、連続加重引掻試験機を使用し、１２５ｇ/ｃｍ
２の圧力でガーゼを押し付け、５０往復擦る耐磨耗試験を行った場合、前記耐磨耗試験前
の導電性層の表面抵抗率（Ω／□）に対する前記耐磨耗試験後の導電性層の表面抵抗率（
Ω／□））の比が１００以下である＜１＞～＜１０＞のいずれか一項に記載の導電性部材
。
＜１２＞　屈曲試験に供される前の前記導電性部材の前記導電性層の表面抵抗率（Ω／□
）に対する、前記屈曲試験に供された後の前記導電性層の表面抵抗率（Ω／□）の比が５
．０以下であり、
　前記屈曲試験が、直径１０ｍｍの円筒マンドレルを備える円筒形マンドレル屈曲試験器
を用いて、前記導電性部材を２０回曲げ試験に供することである＜１＞～＜１１＞のいず
れか一項に記載の導電性部材。
 
【０００８】
＜１３＞　（ａ）前記基材上に、金属ナノワイヤの質量に対する前記アルコキシド化合物
の質量の比が０．２５／１～３０／１の範囲で、前記金属ナノワイヤおよび前記アルコキ
シド化合物を含む液状組成物を塗布して、当該液状組成物の液膜を前記基材上に形成する
こと、並びに、（ｂ）前記液膜中の前記アルコキシド化合物を加水分解および重縮合させ
て前記ゾルゲル硬化物を得ること、を含み、さらに、前記（ａ）に先だって、前記基材に
おける前記液膜が形成される表面に、少なくとも一層の前記中間層を形成すること、を含
む、＜３＞に記載の導電性部材の製造方法。
＜１４＞　前記導電性層が非導電性領域と導電性領域とを有するように、前記（ｂ）の後
に、さらに（ｃ）前記導電性層にパターン状の非導電性領域を形成すること、を含む＜１
３＞に記載の導電性部材の製造方法。
＜１５＞　＜１＞～＜１２＞のいずれか一項に記載の導電性部材を含むタッチパネル。
＜１６＞　＜１＞～＜１２＞のいずれか一項に記載の導電性部材を含む太陽電池。
 
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、高い導電性と高い透明性と、を有すると共に、耐摩耗性、耐熱性、及
び耐湿熱性に優れ、且つ、耐屈曲性に優れる導電性部材及びその製造方法、並びに当該導
電性部材を用いたタッチパネルおよび太陽電池が提供され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の第一の実施形態に係る導電性部材の第一の例示的態様を示す概略断面図
である。
【図２】本発明の第一の実施形態に係る導電性部材の第二の例示的態様を示す概略断面図
である。
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【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明の導電性部材について詳細に説明する。
　本開示において「工程」とは、独立した工程だけではなく、他の工程と明確に区別でき
ない工程であっても、その工程の所期の作用を達成するものであれば、その範囲に包含す
る。
　数値範囲の表示（「ｍ以上ｎ以下」または「ｍ～ｎ」）は、当該数値範囲の下限値とし
て表示される数値（ｍ）を最小値として含み、当該数値範囲の上限値として表示される数
値（ｎ）を最大値として含む範囲を示す。
　組成物中のある成分の量について言及する場合において、組成物中に当該成分に該当す
る物質が複数存在する場合には、特に別途定義しない限り、当該量は、組成物中に存在す
る当該複数の物質の合計量を意味する。
【００１２】
　本明細書において「光」という語は、可視光線のみならず、紫外線、エックス線、ガン
マ線などの高エネルギー線、電子線のような粒子線等を含む概念として用られる。
　本明細書中、アクリル酸、メタクリル酸のいずれか或いは双方を示すため「（メタ）ア
クリル酸」と、アクリレート、メタクリレートのいずれか或いは双方を示すため「（メタ
）アクリレート」と、それぞれ表記することがある。
　含有量は特に断りのない限り、質量換算で示し、特に断りのない限り、質量％は、組成
物の総量に対する割合を表し、「固形分」とは、組成物中の溶剤を除く成分を表す。
【００１３】
＜＜＜導電性部材＞＞＞
　本発明の一実施形態である導電性部材は、基材と、前記基材上に設けられた導電性層と
を少なくとも有する。前記導電性層は、金属元素（ａ）を含み且つ平均短軸長が１５０ｎ
ｍ以下である金属ナノワイヤ、並びに、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群より選ば
れる元素（ｂ）のアルコキシド化合物を加水分解及び重縮合して得られるゾルゲル硬化物
を少なくとも含む。前記導電性層は、下記条件（ｉ）または（ｉｉ）の少なくとも一つを
満たす。
（ｉ）前記導電性層に含まれる前記元素（ｂ）の物質量と、前記導電性層に含まれる前記
金属元素（ａ）の物質量との比〔（前記元素（ｂ）のモル数）／（前記金属元素（ａ）の
モル数）〕が０．１０／１～２２／１の範囲にある。
（ｉｉ）前記導電性層においてゾルゲル硬化物の形成に使用される前記アルコキシド化合
物の質量と、前記導電性層に含まれる前記金属ナノワイヤの質量の比〔（アルコキシド化
合物の含有量）／（金属ナノワイヤの含有量）〕が０．２５／１～３０／１の範囲にある
。
【００１４】
　導電性層は、前述の金属ナノワイヤの使用量に対する特定アルコキシド化合物の使用量
の比率、即ち、〔（特定アルコキシド化合物の質量）／（金属ナノワイヤの質量）〕の比
が０．２５／１～３０／１の範囲で形成され得る。上記質量比が０．２５／１以上である
場合、透明性が優れると同時に、耐摩耗性、耐熱性、耐湿熱性および耐屈曲性の全てが優
れた導電性層となり得る。上記質量比が３０／１以下である場合、導電性および耐屈曲性
が優れた導電性層となり得る。
　上記質量比は、より好ましくは０．５／１～２５／１の範囲、更に好ましくは１／１～
２０／１、最も好ましくは２／１～１５／１の範囲である。前記質量比を好ましい範囲と
することで、得られた導電性層は、高い導電性と高い透明性（全光透過率及びヘイズ）と
、を有すると共に、耐摩耗性、耐熱性および耐湿熱性に優れ、かつ耐屈曲性に優れること
になり、好適な物性を有する導電性部材を安定的に得ることができる。
【００１５】
　最適な態様として、導電性層において、前記元素（ｂ）の物質量と、前記金属元素（ａ
）の物質量との比〔（前記元素（ｂ）のモル数）／（前記金属元素（ａ）のモル数）〕が
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０．１０／１～２２／１の範囲にある態様が挙げられる。前記モル比は、より好ましくは
０．２０／１～１８／１、更に好ましくは０．４５／１～１５／１、最も好ましくは０．
９０／１～１１／１の範囲である。
　前記モル比が上記範囲にあると、前記導電性層は、導電性と透明性とが両立し、且つ、
物性の観点からは、耐摩耗性、耐熱性、耐湿熱性に優れ、且つ、耐屈曲性にも優れたもの
となり得る。
　導電性層の形成時に用いられた特定アルコキシド化合物は、加水分解及び重縮合により
消尽され、導電性層中にはアルコキシド化合物は実質的に存在しないが、得られた導電性
層には、特定アルコキシド化合物由来のＳｉ等である元素（ｂ）が含まれる。含有するＳ
ｉ等の元素（ｂ）と金属ナノワイヤ由来の金属元素（ａ）との物質量比を上記範囲に調整
することで、優れた特性を有する導電性層が形成される。
【００１６】
　導電性層における特定テトラアルコキシド化合物由来のＳｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌか
らなる群より選ばれる元素（ｂ）成分、及び、金属ナノワイヤ由来の金属元素（ａ）成分
は以下の方法で解析可能である。
　即ち、導電性層をＸ線光電子分析（Electron Spectroscopy for Chemical Analysis（
ＥＳＣＡ）に付することで、前記物質量比、すなわち、（元素（ｂ）成分モル数）/（金
属元素（ａ）成分モル数）の値を算出しうる。しかし、ＥＳＣＡによる分析方法では元素
によって測定感度が異なるために、得られた値は必ずしも直ちに元素成分のモル比を示す
ものではない。このため、予め元素成分のモル比が既知の導電性層を用いて検量線を作成
し、その検量線から実際の導電性層の前記物質量比を計算することが可能となる。本明細
書における、前記各元素のモル比は、上記方法に算出した値を用いている。
【００１７】
　前記導電性部材は、高い導電性と高い透明性を有すると共に、耐摩耗性、耐熱性及び耐
湿熱性に優れ、かつ耐屈曲性に優れ得るという効果を奏する。その理由は必ずしも明らか
ではないが、以下のような理由によるものと推定される。
　即ち、導電性層が金属ナノワイヤを含み、かつ特定アルコキシド化合物を加水分解及び
重縮合して得られるゾルゲル硬化物であるマトリックスを含んでいることにより、マトリ
ックスとして一般的な有機高分子樹脂（例えば、アクリル系樹脂、ビニル重合系樹脂など
）を含む導電性層の場合に比べて、導電性層に含まれるマトリックスの割合が少ない範囲
であっても、空隙が少なく、且つ、架橋密度の高い緻密な導電性層が形成されるため、耐
摩耗性、耐熱性及び耐湿熱性に優れる導電性層が得られる。さらに、銀ナノワイヤに代表
される金属ナノワイヤの調製時に使用された分散剤としての親水性基を有するポリマーが
、金属ナノワイヤ同士の接触を少なくとも幾分かは妨げていると推測されるが、本発明に
よる導電性要素においては、上記ゾルゲル硬化物の形成過程で、金属ナノワイヤを覆って
いる上記の分散剤が剥離され、さらに特定アルコキシド化合物が重縮合する際に、結果と
して金属ナノワイヤ表面を被覆した状態で存在するポリマー層が収縮するために、近傍に
存在し、互いに多数で接触している金属ナノワイヤ同士の接触点が増加する。これらの作
用により、近傍に存在する金属ナノワイヤ同士の接触点が増加して、高い導電性がもたら
されると同時に、層を形成するために必要なマトリックスの量が少ないことにより高い透
明性が得られるものと考えている。そして、特定アルコキシド化合物由来の元素（ｂ）／
金属ナノワイヤ由来の金属元素（ａ）の含有モル比が０．１０／１～２２／１の範囲とさ
れること、特定アルコキシド化合物／金属ナノワイヤの質量比が０．２５／１～３０／１
の範囲とされていることのいずれかを満たすことで、上記の作用がバランスよく高まり、
導電性と透明性が維持されつつ、耐摩耗性、耐熱性及び耐湿熱性に優れると同時に、耐屈
曲性にも優れるという効果がもたらされるものと推定している。
　以下、本発明の導電性部材を構成する各要素について詳細に説明する。
【００１８】
＜＜基材＞＞
　上記基材としては、導電性層を担うことができるものである限り、目的に応じて種々の
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ものを使用することができる。一般的には、板状またはシート状のものが使用される。
　基材は、透明であっても、不透明であってもよい。基材を構成する素材としては、例え
ば、白板ガラス、青板ガラス、シリカコート青板ガラス等の透明ガラス；ポリカーボネー
ト、ポリエーテルスルホン、ポリエステル、アクリル樹脂、塩化ビニル樹脂、芳香族ポリ
アミド樹脂、ポリアミドイミド、ポリイミド等の合成樹脂；アルミニウム、銅、ニッケル
、ステンレス等の金属；セラミック、半導体基板に使用されるシリコンウエハーなどを挙
げることができる。これらの基材の導電性層が形成される表面は、所望により、アルカリ
性水溶液による清浄化処理、シランカップリング剤などの薬品処理、プラズマ処理、イオ
ンプレーティング、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着などにより前処理がされてい
てもよい。
　基材の厚さは、用途に応じて所望の範囲のものが使用される。一般的には、１μｍ～５
００μｍの範囲から選択され、３μｍ～４００μｍがより好ましく、５μｍ～３００μｍ
が更に好ましい。
　導電性部材に透明性が要求される場合には、前記基材は全可視光透過率が７０％以上で
あることが好ましく、８５％以上であることがより好ましく、９０％以上であることが更
に好ましい。なお、基材の全光透過率は、ＩＳＯ　１３４６８－１　（１９９６）に準拠
して測定される。
【００１９】
＜＜導電性層＞＞
　前記導電性層は、平均短軸長が１５０ｎｍ以下の金属ナノワイヤ、並びに、Ｓｉ、Ｔｉ
、ＺｒおよびＡｌからなる群より選ばれた元素（ｂ）のアルコキシド化合物の少なくとも
一つを加水分解及び重縮合して得られるゾルゲル硬化物であるマトリックスを含む。導電
性層は、（ｉ）前記アルコキシド化合物に由来するＳｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる
群より選ばれた元素（ｂ）と、前記金属ナノワイヤに由来する金属元素（ａ）との物質量
比〔（元素（ｂ）の含有モル数）／（金属元素（ａ）の含有モル数）〕が０．１０／１～
２２／１の範囲にあること、及び、（ｉｉ）前記アルコキシド化合物と、前記金属ナノワ
イヤとの質量比〔（アルコキシド化合物の含有量）／（金属ナノワイヤの含有量）〕が０
．２５／１～３０／１の範囲にあること、の少なくともいずれか一つの条件を満たすもの
である。
【００２０】
＜平均短軸長が１５０ｎｍ以下の金属ナノワイヤ＞
　導電性層は、平均短軸長１５０ｎｍ以下の金属ナノワイヤを含有する。平均短軸長が１
５０ｎｍを超えると、導電性の低下や光散乱等による光学特性の悪化が生じるおそれがあ
るため、好ましくない。金属ナノワイヤは、中実構造であることが好ましい。
【００２１】
　より透明な導電性層を形成しやすいという観点からは、例えば、金属ナノワイヤは、平
均短軸長が１ｎｍ～１５０ｎｍであって、平均長軸長が１μｍ～１００μｍのものが好ま
しい。
　製造時の扱い易さから、前記金属ナノワイヤの平均短軸長（平均直径）は、１００ｎｍ
以下であることが好ましく、６０ｎｍ以下であることがより好ましく、５０ｎｍ以下であ
ることが更に好ましく、特に２５ｎｍ以下であることがヘイズに関して一段と優れるもの
が得られるので好ましい。前記平均短軸長を１ｎｍ以上とすることにより、耐酸化性が良
好で、対候性に優れる導電性部材が容易に得られる。平均短軸長は５ｎｍ以上であること
がより好ましく、１０ｎｍ以上であることが更に好ましく、１５ｎｍ以上であることが特
に好ましい。
　前記金属ナノワイヤの平均短軸長は、ヘイズ値、耐酸化性、及び耐候性の観点から、１
ｎｍ～１００ｎｍであることが好ましく、５ｎｍ～６０ｎｍであることがより好ましく、
１０ｎｍ～６０ｎｍであることが更に好ましく、１５ｎｍ～５０ｎｍであることが特に好
ましい。
【００２２】
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　前記金属ナノワイヤの平均長軸長は、１μｍ～４０μｍであることが好ましく、３μｍ
～３５μｍがより好ましく、５μｍ～３０μｍが更に好ましい。金属ナノワイヤの平均長
軸長が４０μｍ以下であると、金属ナノワイヤを凝集物が生じることなく合成することが
容易となり、平均長軸長が１μｍ以上であると、十分な導電性を得ることが容易となる。
　前記金属ナノワイヤの平均短軸長（平均直径）及び平均長軸長は、例えば、透過型電子
顕微鏡（ＴＥＭ）と光学顕微鏡を用い、ＴＥＭ像や光学顕微鏡像を観察することにより求
めることができる。具体的には、金属ナノワイヤの平均短軸長（平均直径）及び平均長軸
長は、透過型電子顕微鏡（日本電子株式会社製、商品名：ＪＥＭ－２０００ＦＸ）を用い
、ランダムに選択した３００個の金属ナノワイヤについて、各々短軸長と長軸長を測定し
、その平均値から金属ナノワイヤの平均短軸長と平均長軸長を求めることができる。本明
細書ではこの方法で求めた値を採用している。なお、前記金属ナノワイヤの短軸方向断面
が円形でない場合の短軸長は、短軸方向の測定で最も長い箇所の長さを短軸長とする。ま
た。金属ナノワイヤが曲がっている場合、それを弧とする円を考慮し、その半径、及び曲
率から算出される値を長軸長とする。
【００２３】
　ある実施態様においては、前記導電性層における全金属ナノワイヤーの含有量に対する
、短軸長（直径）が１５０ｎｍ以下であり、かつ長軸長が５μｍ以上５００μｍ以下であ
る金属ナノワイヤの含有量が、金属量で５０質量％以上であることが好ましく、６０質量
％以上であることがより好ましく、７５質量％以上であることが更に好ましい。
　前記短軸長（直径）が１５０ｎｍ以下であり、長さが５μｍ以上５００μｍ以下である
金属ナノワイヤの割合が、５０質量％以上であることで、十分な伝導性が得られるととも
に、電圧集中が生じにくくなり、電圧集中に起因する耐久性の低下を抑制しうるため好ま
しい。繊維状以外の導電性粒子が導電性層に実質的に含まれない構成では、プラズモン吸
収が強い場合にも透明度の低下を避け得る。
【００２４】
　前記導電性層に用いられる金属ナノワイヤの短軸長（直径）の変動係数は、４０％以下
が好ましく、３５％以下がより好ましく、３０％以下が更に好ましい。
　前記変動係数が４０％以下であると、耐久性が悪化することを防ぎ得る。これは例えば
、短軸長（直径）の小さいワイヤーに電圧が集中することを避け得るためと考えることが
できる。
　前記金属ナノワイヤの短軸長（直径）の変動係数は、例えば透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ
）像からランダムに選択した３００個のナノワイヤの短軸長（直径）を計測し、その標準
偏差と算術平均値を算出し、標準偏差を算術平均値で除することにより、求めることがで
きる。
【００２５】
（金属ナノワイヤのアスペクト比）
　本発明に用いうる金属ナノワイヤのアスペクト比は、１０以上であることが好ましい。
ここで、アスペクト比とは、平均短軸長に対する平均長軸長の比（平均長軸長／平均短軸
長）を意味する。前述の方法により算出した平均長軸長と平均短軸長から、アスペクト比
を算出することができる。
【００２６】
　前記金属ナノワイヤのアスペクト比は、１０以上であれば特に制限はなく、目的に応じ
て適宜選択することができるが、１０～１００，０００が好ましく、５０～１００，００
０がさらに好ましく、１００～１００，０００がより好ましい。
　前記アスペクト比を１０以上であると、金属ナノワイヤ同士が接触したネットワークが
容易に形成され、高い導電性を有する導電性層が容易に得られる。また、前記アスペクト
比が１００，０００以下であると、例えば基材上に導電性層を塗布により設ける際の塗布
液において、金属ナノワイヤ同士が絡まって凝集物を形成することが抑制され、安定な塗
布液が得られるので、導電性部材の製造が容易となる。
　導電性層に含まれる全金属ナノワイヤの質量に対するアスペクト比が１０以上の金属ナ
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ノワイヤの含有量は特に制限されない。例えば、７０質量％以上であることが好ましく、
７５質量％以上であることがより好ましく、８０％質量％以上であることが最も好ましい
。
【００２７】
　前記金属ナノワイヤの形状としては、例えば円柱状、直方体状、断面が多角形となる柱
状など任意の形状であり得るが、高い透明性が必要とされる用途では、円柱状や断面が５
角形以上の多角形であって鋭角的な角が存在しない断面形状であるものが好ましい。
　前記金属ナノワイヤの断面形状は、基材上に金属ナノワイヤ水分散液を塗布し、断面を
透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）で観察することにより検知することができる。
【００２８】
　前記金属ナノワイヤを形成する金属は特に制限がなく、いかなる金属であってもよい。
１種の金属以外にも２種以上の金属を組み合わせて用いてもよく、合金を用いることも可
能である。これらの中でも、金属単体又は金属化合物から形成されるものが好ましく、金
属単体から形成されるものがより好ましい。
　前記金属としては、長周期律表（ＩＵＰＡＣ１９９１）の第４周期、第５周期、及び第
６周期からなる群から選ばれる少なくとも１種の金属が好ましく、第２～１４族から選ば
れる少なくとも１種の金属がより好ましく、第２族、第８族、第９族、第１０族、第１１
族、第１２族、第１３族、及び第１４族から選ばれる少なくとも１種の金属が更に好まし
く、これらの金属を主成分として含むことが特に好ましい。
【００２９】
　前記金属としては、具体的には銅、銀、金、白金、パラジウム、ニッケル、錫、コバル
ト、ロジウム、イリジウム、鉄、ルテニウム、オスミウム、マンガン、モリブデン、タン
グステン、ニオブ、タンタル、チタン、ビスマス、アンチモン、鉛、及び、これらのうち
いずれかを含む合金などが挙げられる。これらの中でも、銅、銀、金、白金、パラジウム
、ニッケル、錫、コバルト、ロジウム、イリジウム又はこれらの合金が好ましく、パラジ
ウム、銅、銀、金、白金、錫、又は、これらのうちいずれかを含む合金がより好ましく、
銀又は銀を含有する合金が特に好ましい。ここで銀を含有する合金における銀の含有量は
合金の全量に対して５０モル％以上であることが好ましく、６０モル％以上であることが
より好ましく、８０モル％以上であることがさらに好ましい。
【００３０】
　前記導電性層に含まれる金属ナノワイヤは、高い導電性を実現するという観点から、銀
ナノワイヤを含むことが好ましく、平均短軸長が１ｎｍ～１５０ｎｍであって、平均長軸
長が１μｍ～１００μｍの銀ナノワイヤを含むことがより好ましく、平均短軸長が５ｎｍ
～３０ｎｍであって、平均長軸長が５μｍ～３０μｍの銀ナノワイヤを含むことが更に好
ましい。導電性層に含まれる全金属ナノワイヤの質量に対する銀ナノワイヤの含有量は、
本発明の効果を妨げない限り特に制限されない。例えば、導電性層に含まれる全金属ナノ
ワイヤの質量に対する銀ナノワイヤの含有量は５０質量％以上であることが好ましく、８
０質量％以上であることがより好ましく、全金属ナノワイヤが実質的に銀ナノワイヤであ
ることが更に好ましい。ここで「実質的に」とは、不可避的に混入する銀以外の金属原子
を許容することを意味する。
【００３１】
　前記導電性層に含まれる金属ナノワイヤの含有量は、金属ナノワイヤの種類等に応じて
、導電性部材の表面抵抗率、全光透過率及びヘイズ値が所望の範囲となるような量とされ
ることが好ましい。当該含有量（導電性層１ｍ２あたりの金属ナノワイヤーの含有量（グ
ラム））は、例えば銀ナノワイヤの場合は、０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ／ｍ２の
範囲であり、好ましくは０．００２ｇ／ｍ２～０．０５０ｇ／ｍ２の範囲であり、より好
ましくは０．００３ｇ／ｍ２～０．０４０ｇ／ｍ２の範囲である。
【００３２】
　前記導電性層は、導電性の観点から、平均短軸長が５ｎｍ～６０ｎｍの金属ナノワイヤ
を０．００１ｇ／ｍ２～０．１００ｇ／ｍ２の範囲で含むことが好ましく、平均短軸長が
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１０ｎｍ～６０ｎｍの金属ナノワイヤを０．００２ｇ／ｍ２～０．０５０ｇ／ｍ２の範囲
で含むことがより好ましく、平均短軸長が２０ｎｍ～５０ｎｍの金属ナノワイヤを０．０
０３ｇ／ｍ２～０．０４０ｇ／ｍ２の範囲で含むことが更に好ましい。
【００３３】
（金属ナノワイヤの製造方法）
　前記金属ナノワイヤは、特に制限はなく、いかなる方法で作製されたものであってもよ
い。以下のように、ハロゲン化合物と分散剤を溶解した溶媒中で金属イオンを還元するこ
とによって製造することが好ましい。また、金属ナノワイヤを形成した後は、常法により
脱塩処理を行うことが、分散性、導電性層の経時安定性の観点から好ましい。
　金属ナノワイヤの製造方法としては、特開２００９－２１５５９４号公報、特開２００
９－２４２８８０号公報、特開２００９－２９９１６２号公報、特開２０１０－８４１７
３号公報、特開２０１０－８６７１４号公報などに記載の方法を用いることができる。
【００３４】
　金属ナノワイヤの製造に用いられる溶媒としては、親水性溶媒が好ましく、例えば、水
、アルコール系溶剤、エーテル系溶剤、ケトン系溶剤などが挙げられ、これらは１種単独
で使用してもよく、２種以上を併用してもよい。
　アルコール系溶剤としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプ
ロパノール、ブタノール、エチレングリコールなどが挙げられる。
　エーテル系溶剤としては、例えば、ジオキサン、テトラヒドロフランなどが挙げられる
。
　ケトン系溶剤としては、例えば、アセトンなどが挙げられる。
　加熱する場合、その加熱温度は、２５０℃以下が好ましく、２０℃以上２００℃以下が
より好ましく、３０℃以上１８０℃以下が更に好ましく、４０℃以上１７０℃以下が特に
好ましい。上記温度を２０℃以上とすることで、形成される金属ナノワイヤの長さが分散
安定性を確保しうる好ましい範囲となり、且つ、２５０℃以下とすることで、金属ナノワ
イヤの断面外周が鋭角を有しない、なめらかな形状となるため、透明性の観点から好適で
ある。
　なお、必要に応じて、粒子形成過程で温度を変更してもよく、途中での温度変更は核形
成の制御や再核発生の抑制、選択成長の促進による単分散性向上の効果があることがある
。
【００３５】
　前記加熱処理は、還元剤を添加して行うことが好ましい。
　前記還元剤としては、特に制限はなく、通常使用されるものの中から適宜選択すること
ができ、例えば、水素化ホウ素金属塩、水素化アルミニウム塩、アルカノールアミン、脂
肪族アミン、ヘテロ環式アミン、芳香族アミン、アラルキルアミン、アルコール、有機酸
類、還元糖類、糖アルコール類、亜硫酸ナトリウム、ヒドラジン化合物、デキストリン、
ハイドロキノン、ヒドロキシルアミン、エチレングリコール、グルタチオンなどが挙げら
れる。これらの中でも、還元糖類、その誘導体としての糖アルコール類、エチレングリコ
ールが特に好ましい。
　これらの中でも、還元糖類、その誘導体としての糖アルコール類、エチレングリコール
が特に好ましい。
　前記還元剤によっては、機能として分散剤や溶媒としても機能する化合物があり、同様
に好ましく用いることができる。
【００３６】
　前記金属ナノワイヤ製造は分散剤と、ハロゲン化合物又はハロゲン化金属微粒子を添加
して行うことが好ましい。
　分散剤とハロゲン化合物の添加のタイミングは、還元剤の添加前でも添加後でもよく、
金属イオンあるいはハロゲン化金属微粒子の添加前でも添加後でもよいが、単分散性のよ
りよいナノワイヤを得るためには、核形成と成長を制御できるためか、ハロゲン化合物の
添加を２段階以上に分けることが好ましい。
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【００３７】
　前記分散剤を添加する段階は特に制限されない。金属ナノワイヤを調製する前に添加し
、分散剤存在下で金属ナノワイヤを添加してもよいし、金属ナノワイヤ調製後に分散状態
の制御のために添加しても構わない。
　前記分散剤としては、例えばアミノ基含有化合物、チオール基含有化合物、スルフィド
基含有化合物、アミノ酸又はその誘導体、ペプチド化合物、多糖類、多糖類由来の天然高
分子、合成高分子、又はこれらに由来するゲル等の高分子化合物類、などが挙げられる。
これらのうち分散剤として用いられる各種高分子化合物類は、後述するポリマーに包含さ
れる化合物である。
【００３８】
　分散剤として好適に用いられるポリマーとしては、例えば保護コロイド性のあるポリマ
ーであるゼラチン、ポリビニルアルコール、メチルセルロース、ヒドロキシプルピルセル
ロース、ポリアルキレンアミン、ポリアクリル酸の部分アルキルエステル、ポリビニルピ
ロリドン、ポリビニルピロリドン構造を含む共重合体、アミノ基やチオール基を有するポ
リアクリル酸、等の親水性基を有するポリマーが好ましく挙げられる。
　分散剤として用いるポリマーはゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定した
重量平均分子量（Ｍｗ）が、３０００以上３０００００以下であることが好ましく、５０
００以上１０００００以下であることがより好ましい。
　前記分散剤として使用可能な化合物の構造については、例えば「顔料の事典」（伊藤征
司郎編、株式会社朝倉書院発行、２０００年）の記載を参照できる。
　使用する分散剤の種類によって得られる金属ナノワイヤの形状を変化させることができ
る。
【００３９】
　前記ハロゲン化合物は、臭素、塩素、ヨウ素を含有する化合物であれば特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、臭化ナトリウム、塩化ナトリウム、ヨ
ウ化ナトリウム、ヨウ化カリウム、臭化カリウム、塩化カリウム、ヨウ化カリウム等のア
ルカリハライドや下記の分散添加剤と併用できる化合物が好ましい。
　前記ハロゲン化合物は、分散添加剤として機能するものがありうるが、同様に好ましく
用いることができる。
　前記ハロゲン化合物の代替としてハロゲン化銀微粒子を使用してもよいし、ハロゲン化
合物とハロゲン化銀微粒子を共に使用してもよい。
【００４０】
　また、分散剤の機能とハロゲン化合物の機能との双方を有する単一の物質を用いてもよ
い。即ち、分散剤としての機能を有するハロゲン化合物を用いることで、１つの化合物で
、分散剤とハロゲン化合物の双方の機能を発現する。
　分散剤の機能を有するハロゲン化合物としては、例えば、アミノ基と臭化物イオンを含
むヘキサデシル－トリメチルアンモニウムブロミド（ＨＴＡＢ）、アミノ基と塩化物イオ
ンを含むヘキサデシル－トリメチルアンモニウムクロライド（ＨＴＡＣ）、アミノ基と臭
化物イオン又は塩化物イオンを含むドデシルトリメチルアンモニウムブロミド、ドデシル
トリメチルアンモニウムクロリド、ステアリルトリメチルアンモニウムブロミド、ステア
リルトリメチルアンモニウムクロリド、デシルトリメチルアンモニウムブロミド、デシル
トリメチルアンモニウムクロリド、ジメチルジステアリルアンモニウムブロミド、ジメチ
ルジステアリルアンモニウムクロリド、ジラウリルジメチルアンモニウムブロミド、ジラ
ウリルジメチルアンモニウムクロリド、ジメチルジパルミチルアンモニウムブロミド、ジ
メチルジパルミチルアンモニウムクロリド、などが挙げられる。
　金属ナノワイヤの製造方法においては、金属ナノワイヤ形成後に脱塩処理を行うことが
好ましい。金属ナノワイヤ形成後の脱塩処理は、限外ろ過、透析、ゲルろ過、デカンテー
ション、遠心分離などの手法により行うことができる。
【００４１】
　前記金属ナノワイヤは、アルカリ金属イオン、アルカリ土類金属イオン、ハロゲン化物
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イオン等の無機イオンをなるべく含まないことが好ましい。前記金属ナノワイヤを水性溶
媒に分散させてなる分散物の電気伝導度は１ｍＳ／ｃｍ以下が好ましく、０．１ｍＳ／ｃ
ｍ以下がより好ましく、０．０５ｍＳ／ｃｍ以下が更に好ましい。
　前記金属ナノワイヤの水性分散物の２０℃における粘度は、０．５ｍＰａ・ｓ～１００
ｍＰａ・ｓが好ましく、１ｍＰａ・ｓ～５０ｍＰａ・ｓがより好ましい。
　前記電気伝導度及び粘度は、前記水性分散物における金属ナノワイヤの濃度を０．４５
質量％として測定される。水性分散物における金属ナノワイヤの濃度が上記濃度より高い
場合には、水性分散物を蒸留水にて希釈して測定する。
【００４２】
＜ゾルゲル硬化物＞
　次に、前記導電性層に含まれるゾルゲル硬化物について説明する。
　上記ゾルゲル硬化物は、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群から選ばれる元素（ａ
）のアルコキシド化合物（以下、「特定アルコキシド化合物」ともいう。）を加水分解及
び重縮合して得られる。特定アルコキシド化合物は、加水分解及び重縮合により作成され
た後、更に所望により加熱、乾燥されてもされなくてもよい。
〔特定アルコキシド化合物〕
　特定アルコキシド化合物は、下記一般式（Ｉ）で示される化合物であることが、入手が
容易である点で好ましい。
　　　Ｍ１（ＯＲ１）ａＲ２

４－ａ　　　　（Ｉ）
　（一般式（Ｉ）中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒから選択される元素を示し、Ｒ１、Ｒ
２はそれぞれ独立に水素原子または炭化水素基を示し、ａは２～４の整数を示す。）
【００４３】
　一般式（Ｉ）におけるＲ１およびＲ２の各炭化水素基としては、好ましくはアルキル基
又はアリール基が挙げられる。
　アルキル基を示す場合の炭素数は好ましくは１～１８、より好ましくは１～８であり、
さらにより好ましくは１～４である。また、アリール基を示す場合は、フェニル基が好ま
しい。
　アルキル基又はアリール基は置換基を有していてもいなくてもよい。導入可能な置換基
としては、ハロゲン原子、アミノ基、アルキルアミノ基、メルカプト基などが挙げられる
。
　一般式（Ｉ）で示される化合物は低分子化合物であり、分子量１０００以下であること
が好ましい。
【００４４】
　以下に、一般式（Ｉ）で示される化合物の具体例を挙げるが、本発明はこれに限定され
るものではない。
　Ｍ１がＳｉであり、且つ、ａが２の場合、即ち２官能のオルガノアルコキシシランとし
ては、例えば、ジメチルジメトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、プロピルメチル
ジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ジエチルジエトキシシラン、ジプロピル
ジエトキシシラン、γ－クロロプロピルメチルジエトキシシラン、γ－クロロプロピルジ
メチルジメトキシシラン、クロロジメチルジエトキシシラン、（ｐ－クロロメチル）フェ
ニルメチルジメトキシシラン、γ－ブロモプロピルメチルジメトキシシラン、アセトキシ
メチルメチルジエトキシシラン、アセトキシメチルメチルジメトキシシラン、アセトキシ
プロピルメチルジメトキシシラン、ベンゾイロキシプロピルメチルジメトキシシラン、２
－（カルボメトキシ）エチルメチルジメトキシシラン、フェニルメチルジメトキシシラン
、フェニルエチルジエトキシシラン、フェニルメチルジプロポキシシラン、ヒドロキシメ
チルメチルジエトキシシラン、Ｎ－（メチルジエトキシシリルプロピル）－Ｏ－ポリエチ
レンオキシドウレタン、Ｎ－（３－メチルジエトキシシリルプロピル）－４－ヒドロキシ
ブチルアミド、Ｎ－（３－メチルジエトキシシリルプロピル）グルコンアミド、ビニルメ
チルジメトキシシラン、ビニルメチルジエトキシシラン、ビニルメチルジブトキシシラン
、イソプロペニルメチルジメトキシシラン、イソプロペニルメチルジエトキシシラン、イ
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ソプロペニルメチルジブトキシシラン、ビニルメチルビス（２－メトキシエトキシ）シラ
ン、アリルメチルジメトキシシラン、ビニルデシルメチルジメトキシシラン、ビニルオク
チルメチルジメトキシシラン、ビニルフェニルメチルジメトキシシラン、イソプロペニル
フェニルメチルジメトキシシラン、２－（メタ）アクリロキシエチルメチルジメトキシシ
ラン、２－（メタ）アクリロキシエチルメチルジエトキシシラン、３－（メタ）アクリロ
キシプロピルメチルジメトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジメト
キシシラン、３－（メタ）－アクリロキシプロピルメチルジス（２－メトキシエトキシ）
シラン、３－［２－（アリルオキシカルボニル）フェニルカルボニルオキシ］プロピルメ
チルジメトキシシラン、３－（ビニルフェニルアミノ）プロピルメチルジメトキシシラン
、３－（ビニルフェニルアミノ）プロピルメチルジエトキシシラン、３－（ビニルベンジ
ルアミノ）プロピルメチルジエトキシシラン、３－（ビニルベンジルアミノ）プロピルメ
チルジエトキシシラン、３－［２－（Ｎ－ビニルフェニルメチルアミノ）エチルアミノ］
プロピルメチルジメトキシシラン、３－［２－（Ｎ－イソプロペニルフェニルメチルアミ
ノ）エチルアミノ］プロピルメチルジメトキシシラン、２－（ビニルオキシ）エチルメチ
ルジメトキシシラン、３－（ビニルオキシ）プロピルメチルジメトキシシラン、４－（ビ
ニルオキシ）ブチルメチルジエトキシシラン、２－（イソプロペニルオキシ）エチルメチ
ルジメトキシシラン、３－（アリルオキシ）プロピルメチルジメトキシシラン、１０－（
アリルオキシカルボニル）デシルメチルジメトキシシラン、３－（イソプロペニルメチル
オキシ）プロピルメチルジメトキシシラン、１０－（イソプロペニルメチルオキシカルボ
ニル）デシルメチルジメトキシシラン、３－［（メタ）アクリロキプロピル］メチルジメ
トキシシラン、３－［（メタ）アクリロキシプロピル］メチルジエトキシシラン、３－［
（メタ）アクリロキメチル］メチルジメトキシシラン、３－［（メタ）アクリロキシメチ
ル］メチルジエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－
［３－（メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロピル］－３－アミノプロピルメチルジ
エトキシシラン、Ｏ－「（メタ）アクリロキシエチル」－Ｎ－（メチルジエトキシシリル
プロピル）ウレタン、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、β－（３，４
－エポキシシクロヘキシル）エチルメチルジメトキシシラン、γ－アミノプロピルメチル
ジエトキシシラン、γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、４－アミノブチルメチ
ルジエトキシシラン、１１－アミノウンデシルメチルジエトキシシラン、ｍ－アミノフェ
ニルメチルジメトキシシラン、ｐ－アミノフェニルメチルジメトキシシラン、
【００４５】
３－アミノプロピルメチルジス（メトキシエトキシエトキシ）シラン、２－（４－ピリジ
ルエチル）メチルジエトキシシラン、２－（メチルジメトキシシリルエチル）ピリジン、
Ｎ－（３－メチルジメトキシシリルプロピル）ピロール、３－（ｍ－アミノフェノキシ）
プロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチ
ルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジエトキシ
シラン、Ｎ－（６－アミノヘキシル）アミノメチルメチルジエトキシシラン、Ｎ－（６－
アミノヘキシル）アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－
１１－アミノウンデシルメチルジメトキシシラン、（アミノエチルアミノメチル）フェネ
チルメチルジメトキシシラン、Ｎ－３－［（アミノ（ポリプロピレンオキシ））］アミノ
プロピルメチルジメトキシシラン、ｎ－ブチルアミノプロピルメチルジメトキシシラン、
Ｎ－エチルアミノイソブチルメチルジメトキシシラン、Ｎ－メチルアミノプロピルメチル
ジメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－フ
ェニル－γ－アミノメチルメチルジエトキシシラン、（シクロヘキシルアミノメチル）メ
チルジエトキシシラン、Ｎ－シクロヘキシルアミノプロピルメチルジメトキシシラン、ビ
ス（２－ヒドロキシエチル）－３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン、ジエチルア
ミノメチルメチルジエトキシシラン、ジエチルアミノプロピルメチルジメトキシシラン、
ジメチルアミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－３－メチルジメトキシシリルプロ
ピル－ｍ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ビス［３－（メチルジメトキシシリル）プロピ
ル］エチレンジアミン、ビス（メチルジエトキシシリルプロピル）アミン、ビス（メチル
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ジメトキシシリルプロピル）アミン、ビス［（３－メチルジメトキシシリル）プロピル］
－エチレンジアミン、ビス［３－（メチルジエトキシシリル）プロピル］ウレア、ビス（
メチルジメトキシシリルプロピル）ウレア、Ｎ－（３－メチルジエトキシシリルプロピル
）－４，５－ジヒドロイミダゾール、ウレイドプロピルメチルジエトキシシラン、ウレイ
ドプロピルメチルジメトキシシラン、アセトアミドプロピルメチルジメトキシシラン、２
－（２－ピリジルエチル）チオプロピルメチルジメトキシシラン、２－（４－ピリジルエ
チル）チオプロピルメチルジメトキシシラン、ビス［３－（メチルジエトキシシリル）プ
ロピル］ジスルフィド、３－（メチルジエトキシシリル）プロピルコハク酸無水物、γ－
メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン、γ－メルカプトプロピルメチルジエトキシ
シラン、イソシアナトプロピルメチルジメトキシシラン、イソシアナトプロピルメチルジ
エトキシシラン、イソシアナトエチルメチルジエトキシシラン、イソシアナトメチルメチ
ルジエトキシシラン、カルボキシエチルメチルシランジオールナトリウム塩、Ｎ－（メチ
ルジメトキシシリルプロピル）エチレンジアミン三酢酸三ナトリウム塩、３－（メチルジ
ヒドロキシシリル）－１－プロパンスルホン酸、ジエチルホスフェートエチルメチルジエ
トキシシラン、３－メチルジヒドロキシシリルプロピルメチルホスホネートナトリウム塩
、ビス（メチルジエトキシシリル）エタン、ビス（メチルジメトキシシリル）エタン、ビ
ス（メチルジエトキシシリル）メタン、１，６－ビス（メチルジエトキシシリル）ヘキサ
ン、１，８－ビス（メチルジエトキシシリル）オクタン、ｐ－ビス（メチルジメトキシシ
リルエチル）ベンゼン、ｐ－ビス（メチルジメトキシシリルメチル）ベンゼン、３－メト
キシプロピルメチルジメトキシシラン、２－［メトキシ（ポリエチレンオキシ）プロピル
］メチルジメトキシシラン、メトキシトリエチレンオキシプロピルメチルジメトキシシラ
ン、トリス（３－メチルジメトキシシリルプロピル）イソシアヌレート、［ヒドロキシ（
ポリエチレンオキシ）プロピル］メチルジエトキシシラン、Ｎ，Ｎ'－ビス（ヒドロキシ
エチル）－Ｎ，Ｎ'－ビス（メチルジメトキシシリルプロピル）エチレンジアミン、ビス
－［３－（メチルジエトキシシリルプロピル）－２－ヒドロキシプロポキシ］ポリエチレ
ンオキシド、ビス［Ｎ，Ｎ'－（メチルジエトキシシリルプロピル）アミノカルボニル］
ポリエチレンオキシド、ビス（メチルジエトキシシリルプロピル）ポリエチレンオキシド
を挙げることができる。これらのうち特に好ましいものとしては、入手容易な観点と親水
性層との密着性の観点から、ジメチルジメトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、ジ
メチルジエトキシシラン、ジエチルジエトキシシラン等を挙げることができる。
【００４６】
　Ｍ１がＳｉであり、且つ、ａが３である場合、即ち３官能のオルガノアルコキシシラン
としては、例えば、メチルトリメトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、プロピルト
リメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、プロピルト
リエトキシシラン、γ－クロロプロピルトリエトキシシラン、γ－クロロプロピルトリメ
トキシシラン、クロロメチルトリエトキシシラン、（ｐ－クロロメチル）フェニルトリメ
トキシシラン、γ－ブロモプロピルトリメトキシシラン、アセトキシメチルトリエトキシ
シラン、アセトキシメチルトリメトキシシラン、アセトキシプロピルトリメトキシシラン
、ベンゾイロキシプロピルトリメトキシシラン、２－（カルボメトキシ）エチルトリメト
キシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、フェニルトリ
プロポキシシラン、ヒドロキシメチルトリエトキシシラン、Ｎ－（トリエトキシシリルプ
ロピル）－Ｏ－ポリエチレンオキシドウレタン、Ｎ－（３－トリエチキシシリルプロピル
）－４－ヒドロキシブチルアミド、Ｎ－（３－トリエトキシシリルプロピル）グルコンア
ミド、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリブトキシシラ
ン、イソプロペニルトリメトキシシラン、イソプロペニルトリエトキシシラン、イソプロ
ペニルトリブトキシシラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シラン、アリルトリ
メトキシシラン、ビニルデシルトリメトキシシラン、ビニルオクチルトリメトキシシラン
、ビニルフェニルトリメトキシシラン、イソプロペニルフェニルトリメトキシシラン、２
－（メタ）アクリロキシエチルトリメトキシシラン、２－（メタ）アクリロキシエチルト
リエトキシシラン、３－（メタ）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－（メタ
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）アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－（メタ）－アクリロキシプロピルトリ
ス（２－メトキシエトキシ）シラン、３－［２－（アリルオキシカルボニル）フェニルカ
ルボニルオキシ］プロピルトリメトキシシラン、３－（ビニルフェニルアミノ）プロピル
トリメトキシシラン、３－（ビニルフェニルアミノ）プロピルトリエトキシシラン、３－
（ビニルベンジルアミノ）プロピルトリエトキシシラン、３－（ビニルベンジルアミノ）
プロピルトリエトキシシラン、３－［２－（Ｎ－ビニルフェニルメチルアミノ）エチルア
ミノ］プロピルトリメトキシシラン、３－［２－（Ｎ－イソプロペニルフェニルメチルア
ミノ）エチルアミノ］プロピルトリメトキシシラン、２－（ビニルオキシ）エチルトリメ
トキシシラン、３－（ビニルオキシ）プロピルトリメトキシシラン、４－（ビニルオキシ
）ブチルトリエトキシシラン、２－（イソプロペニルオキシ）エチルトリメトキシシラン
、３－（アリルオキシ）プロピルトリメトキシシラン、１０－（アリルオキシカルボニル
）デシルトリメトキシシラン、３－（イソプロペニルメチルオキシ）プロピルトリメトキ
シシラン、１０－（イソプロペニルメチルオキシカルボニル）デシルトリメトキシシラン
、３－［（メタ）アクリロキプロピル］トリメトキシシラン、３－［（メタ）アクリロキ
シプロピル］トリエトキシシラン、３－［（メタ）アクリロキメチル］トリメトキシシラ
ン、３－［（メタ）アクリロキシメチル］トリエトキシシラン、γ－グリシドキシプロピ
ルトリメトキシシラン、Ｎ－［３－（メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロピル］－
３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｏ－「（メタ）アクリロキシエチル」－Ｎ－（
トリエトキシシリルプロピル）ウレタン、γ－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン
、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－アミノプロ
ピルトリエトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、４－アミノブチルト
リエトキシシラン、１１－アミノウンデシルトリエトキシシラン、ｍ－アミノフェニルト
リメトキシシラン、ｐ－アミノフェニルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリス
（メトキシエトキシエトキシ）シラン、
【００４７】
２－（４－ピリジルエチル）トリエトキシシラン、２－（トリメトキシシリルエチル）ピ
リジン、Ｎ－（３－トリメトキシシリルプロピル）ピロール、３－（ｍ－アミノフェノキ
シ）プロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリ
メトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、
Ｎ－（６－アミノヘキシル）アミノメチルトリエトキシシラン、Ｎ－（６－アミノヘキシ
ル）アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－１１－アミノウン
デシルトリメトキシシラン、（アミノエチルアミノメチル）フェネチルトリメトキシシラ
ン、Ｎ－３－［（アミノ（ポリプロピレンオキシ））］アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、ｎ－ブチルアミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－エチルアミノイソブチルトリメ
トキシシラン、Ｎ－メチルアミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノメチルトリエトキシシラン、
（シクロヘキシルアミノメチル）トリエトキシシラン、Ｎ－シクロヘキシルアミノプロピ
ルトリメトキシシラン、ビス（２－ヒドロキシエチル）－３－アミノプロピルトリエトキ
シシラン、ジエチルアミノメチルトリエトキシシラン、ジエチルアミノプロピルトリメト
キシシラン、ジメチルアミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－３－トリメトキシシリル
プロピル－ｍ－フェニレンジアミン、Ｎ，Ｎ－ビス［３－（トリメトキシシリル）プロピ
ル］エチレンジアミン、ビス（トリエトキシシリルプロピル）アミン、ビス（トリメトキ
シシリルプロピル）アミン、ビス［（３－トリメトキシシリル）プロピル］－エチレンジ
アミン、ビス［３－（トリエトキシシリル）プロピル］ウレア、ビス（トリメトキシシリ
ルプロピル）ウレア、Ｎ－（３－トリエトキシシリルプロピル）－４，５－ジヒドロイミ
ダゾール、ウレイドプロピルトリエトキシシラン、ウレイドプロピルトリメトキシシラン
、アセトアミドプロピルトリメトキシシラン、２－（２－ピリジルエチル）チオプロピル
トリメトキシシラン、２－（４－ピリジルエチル）チオプロピルトリメトキシシラン、ビ
ス［３－（トリエトキシシリル）プロピル］ジスルフィド、３－（トリエトキシシリル）
プロピルコハク酸無水物、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－メルカプト
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プロピルトリエトキシシラン、イソシアナトプロピルトリメトキシシラン、イソシアナト
プロピルトリエトキシシラン、イソシアナトエチルトリエトキシシラン、イソシアナトメ
チルトリエトキシシラン、カルボキシエチルシラントリオールナトリウム塩、Ｎ－（トリ
メトキシシリルプロピル）エチレンジアミン三酢酸三ナトリウム塩、３－（トリヒドロキ
シシリル）－１－プロパンスルホン酸、ジエチルホスフェートエチルトリエトキシシラン
、３－トリヒドロキシシリルプロピルメチルホスホネートナトリウム塩、ビス（トリエト
キシシリル）エタン、ビス（トリメトキシシリル）エタン、ビス（トリエトキシシリル）
メタン、１，６－ビス（トリエトキシシリル）ヘキサン、１，８－ビス（トリエトキシシ
リル）オクタン、ｐ－ビス（トリメトキシシリルエチル）ベンゼン、ｐ－ビス（トリメト
キシシリルメチル）ベンゼン、３－メトキシプロピルトリメトキシシラン、２－［メトキ
シ（ポリエチレンオキシ）プロピル］トリメトキシシラン、メトキシトリエチレンオキシ
プロピルトリメトキシシラン、トリス（３－トリメトキシシリルプロピル）イソシアヌレ
ート、［ヒドロキシ（ポリエチレンオキシ）プロピル］トリエトキシシラン、Ｎ，Ｎ'－
ビス（ヒドロキシエチル）－Ｎ，Ｎ'－ビス（トリメトキシシリルプロピル）エチレンジ
アミン、ビス－［３－（トリエトキシシリルプロピル）－２－ヒドロキシプロポキシ］ポ
リエチレンオキシド、ビス［Ｎ，Ｎ'－（トリエトキシシリルプロピル）アミノカルボニ
ル］ポリエチレンオキシド、ビス（トリエトキシシリルプロピル）ポリエチレンオキシド
を挙げることができる。これらのうち特に好ましいものとしては、入手容易な観点と親水
性層との密着性の観点から、メチルトリメトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、メ
チルトリエトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメ
トキシシラン等を挙げることができる。
【００４８】
　Ｍ１がＳｉであり、且つ、ａが４である場合、即ち４官能のテトラアルコキシシランと
しては、例えば、テトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン、テトラプロポキシシラ
ン、テトラブトキシラン、メトキシトリエトキシシラン、エトキシトリメトキシシラン、
メトキシトリプロポキシシラン、エトキシトリプロポキシシラン、プロポキシトリメトキ
シシラン、プロポキシトリエトキシシラン、ジメトキシジエトキシシラン等を挙げること
ができる。これらのうち特に好ましいものとしては、テトラメトキシシラン、テトラエト
キシシラン等を挙げることができる。
【００４９】
　Ｍ１がＴｉであり、且つ、ａが２である場合、即ち２官能のオルガノアルコキシチタネ
ートとしては、例えば、ジメチルジメトキシチタネート、ジエチルジメトキシチタネート
、プロピルメチルジメトキシチタネート、ジメチルジエトキシチタネート、ジエチルジエ
トキシチタネート、ジプロピルジエトキシチタネート、フェニルエチルジエトキシチタネ
ート、フェニルメチルジプロポキシチタネート、ジメチルジプロポキシチタネート等を挙
げることができる。
　Ｍ１がＴｉでａが３の場合、即ち３官能のオルガノアルコキシチタネートとしては、例
えば、メチルトリメトキシチタネート、エチルトリメトキシチタネート、プロピルトリメ
トキシチタネート、メチルトリエトキシチタネート、エチルトリエトキシチタネート、プ
ロピルトリエトキシチタネート、クロロメチルトリエトキシチタネート、フェニルトリメ
トキシチタネート、フェニルトリエトキシチタネート、フェニルトリプロポキシチタネー
ト等を挙げることができる。
　Ｍ１がＴｉであり、且つ、ａが４である場合、即ち４官能のアルコキシチタネートとし
ては、例えば、テトラメトキシチタネート、テトラエトキシチタネート、テトラプロポキ
シチタネート、テトライソプロポキシチタネート、テトラブトキシチタネート等のテトラ
アルコキシチタネートを挙げることができる。
【００５０】
　Ｍ１がＺｒであり、且つ、ａが２又は３である場合、即ち、２官能および３官能のオル
ガノアルコキシジルコネートとしては、例えば、前記２官能および３官能のオルガノアル
コキシチタネートとして例示した化合物においてＴｉをＺｒに変えてなるオルガノアルコ
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キシジルコネートを挙げることができる。
　Ｍ１がＺｒであり、且つ、ａが４である場合、即ち、即ち４官能のテトラアルコキシジ
ルコネートとしては、例えば、前記テトラアルコキシチタネートとして例示した化合物に
おいてＴｉをＺｒに変えてなるジルコネートを挙げることができる。
　一般式（ＩＩ）化合物の範囲には含まれない化合物である、Ａｌのアルコキシド化合物
としては、例えば、トリメトキシアルミネート、トリエトキシアルミネート、トリプロポ
キシアルミネート、テトラエトキシアルミネート等を挙げることができる。
　これらの特定アルコキシドは市販品として容易に入手可能であり、また公知の合成方法
、たとえば各金属塩化物とアルコールとの反応によっても得られる。
　テトラアルコキシ化合物およびオルガノアルコキシ化合物は、それぞれ一種類の化合物
を単独で用いても、二種類以上の化合物を組み合わせて使用してもよい。
【００５１】
　前記ゾルゲル硬化物は、好ましくは、下記一般式（１）で示される部分構造、下記一般
式（２）で示される部分構造、及び一般式（３）で示される部分構造からなる群より選択
される少なくとも１つの構造を含む。
【化３】

 
（式中、Ｍ１はＳｉ、ＴｉおよびＺｒからなる群より選ばれる元素を示し、Ｒ２はそれぞ
れ独立に水素原子または炭化水素基を示す。）
　一般式（１）～一般式（３）におけるＭ１およびＲ２の好ましい態様は、前記一般式（
Ｉ）におけるＭ１およびＲ２の好ましい態様とそれぞれ同様である。
【００５２】
　導電性層では、前記ゾルゲル硬化物／金属ナノワイヤの含有比率は、（ｉ）ゾルゲル硬
化物の原料としてのアルコキシド化合物に由来するＳｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる
群より選ばれる元素（ｂ）の物質量と、前記金属ナノワイヤに由来する金属元素（ａ）の
物質量との比〔（元素（ｂ）の含有モル数／金属元素（ａ）の含有モル数）〕が０．１０
／１～２２／１の範囲にあること、及び、（ｉｉ）前記金属ナノワイヤの質量に対する、
前記アルコキシド化合物の質量の比〔（アルコキシド化合物の含有量）／（金属ナノワイ
ヤの含有量）〕が０．２５／１～３０／１の範囲にあることの、少なくともいずれかを満
たすことを要する。上記条件を満たすことで、高い導電性と高い透明性を有すると共に、
かつ膜強度が高く、耐磨耗性、耐熱性、耐湿熱性及び屈曲性に優れる導電性層が容易に得
られる。
【００５３】
＜＜＜導電性部材の製造方法＞＞＞
　ある実施態様において、前記導電性部材は、前述の平均短軸長が１５０ｎｍ以下の金属
ナノワイヤと前述の特定アルコキシド化合物とを、その質量比（すなわち、（特定アルコ
キシド化合物の含有量）／（金属ナノワイヤの含有量））が０．２５／１～３０／１の範
囲となるように、或いは特定アルコキシド化合物に由来する元素（ｂ）と金属ナノワイヤ
に由来する金属元素（ａ）との含有モル比が０．１０／１～２２／１の範囲となるように
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、含む液状組成物（以下、「ゾルゲル塗布液」ともいう。）を、基材上に塗布して液膜を
形成すること、及び、この液膜中で特定アルコキシド化合物の加水分解と重縮合の反応（
以下、この加水分解と重縮合の反応を「ゾルゲル反応」ともいう。）を起こさせることに
より導電性層を形成すること、を少なくとも含む方法により製造することができる。当該
方法は、更に必要に応じて、液状組成物中に溶媒として含まれ得る水を加熱により蒸発さ
せること（乾燥）を含んでもよく含まなくてもよい。
　ある実施態様では、前記ゾルゲル塗布液は、金属ナノワイヤの水分散液を調製し、これ
と特定アルコキシド化合物とを混合して調製されてもよい。ある実施態様では、特定アル
コキシド化合物を含む水溶液を調製し、この水溶液を加熱して特定アルコキシド化合物の
少なくとも一部を加水分解および重縮合させてゾル状態とし、このゾル状態にある水溶液
と金属ナノワイヤの水分散液とを混合してゾルゲル塗布液を調製してもよい。
　ゾルゲル反応を促進させるために、酸性触媒または塩基性触媒を併用することが反応効
率を高められるので、実用上好ましい。以下、この触媒について、説明する。
【００５４】
〔触媒〕
　導電性層を形成する液状組成物は、ゾルゲル反応を促進させる触媒の少なくとも１種を
含むことが好ましい。触媒としては、前述のテトラアルコキシ化合物及びオルガノアルコ
キシ化合物の加水分解及び重縮合の反応を促進させるものであれば特に制限はなく、通常
用いられる触媒から適宜選択して使用することができる。
　このような触媒としては、酸性化合物及び塩基性化合物が挙げられる。これらはそのま
ま使用することもできるし、水又はアルコールなどの溶媒に溶解させた状態のもの（以下
、これらを包括してそれぞれ酸性触媒、塩基性触媒とも称する）で使用してもよい。
　酸性化合物又は塩基性化合物を溶媒に溶解させる際の濃度については特に限定はなく、
用いる酸性化合物又は塩基性化合物の特性、触媒の所望の含有量などに応じて適宜選択す
ればよい。ここで、触媒を構成する酸或いは塩基性化合物の濃度が高い場合は、加水分解
、重縮合速度が速くなる傾向がある。濃度の高過ぎる塩基性触媒を用いると、沈殿物が生
成して導電性層に欠陥となって現れる場合があるので、塩基性触媒を用いる場合、その濃
度は液状組成物での濃度換算で１Ｎ以下であることが望ましい。
【００５５】
　酸性触媒あるいは塩基性触媒の種類は特に限定されない。濃度の高い触媒を用いる必要
がある場合には、導電性層中にほとんど残留しないような元素から構成される触媒を選択
することが好ましい。具体的に、酸性触媒としては、塩酸などのハロゲン化水素、硝酸、
硫酸、亜硫酸、硫化水素、過塩素酸、過酸化水素、炭酸等の無機酸、蟻酸や酢酸等のカル
ボン酸、ＲＣＯＯＨで示される構造式のＲが置換基を有する置換カルボン酸、ベンゼンス
ルホン酸などのスルホン酸などが挙げられる。また塩基性触媒としては、アンモニア水な
どのアンモニア性塩基、エチルアミンやアニリンなどの有機アミンなどが挙げられる。
　ここでＲは、炭化水素基を表す。Ｒで表される炭化水素基は前記一般式（ＩＩ）におけ
る炭化水素基と同じ定義を有しており、好ましい態様も同様である。
【００５６】
　前記触媒として、金属錯体からなるルイス酸触媒もまた好ましく使用できる。特に好ま
しい触媒は、金属錯体触媒であり、周期律表の２Ａ、３Ｂ、４Ａ及び５Ａ族から選ばれる
金属元素とβ－ジケトン、ケトエステル、ヒドロキシカルボン酸又はそのエステル、アミ
ノアルコール、並びにエノール性活性水素化合物からなる群より選ばれるオキソ又はヒド
ロキシ酸素含有化合物である配位子とから構成される金属錯体である。
　構成金属元素の中では、Ｍｇ、Ｃａ、Ｓｔ、Ｂａなどの２Ａ族元素、Ａｌ、Ｇａなどの
３Ｂ族元素、Ｔｉ、Ｚｒなどの４Ａ族元素及びＶ、Ｎｂ及びＴａなどの５Ａ族元素が好ま
しく、それぞれ触媒効果の優れた錯体を形成する。その中でもＺｒ、Ａｌ及びＴｉからな
る群より選ばれる金属元素を含む錯体が優れており、好ましい。
【００５７】
　上記金属錯体の配位子を構成するオキソ又はヒドロキシ酸素含有化合物は、本発明にお
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いては、アセチルアセトン（２，４－ペンタンジオン）、２，４－ヘプタンジオンなどの
βジケトン、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、アセト酢酸ブチルなどのケトエステ
ル類、乳酸、乳酸メチル、サリチル酸、サリチル酸エチル、サリチル酸フェニル、リンゴ
酸，酒石酸、酒石酸メチルなどのヒドロキシカルボン酸及びそのエステル、４－ヒドロキ
シー４－メチル－２－ペンタノン、４－ヒドロキシ－２－ペンタノン、４－ヒドロキシ－
４－メチル－２－ヘプタノン、４－ヒドロキシ－２－ヘプタノンなどのケトアルコール類
、モノエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、Ｎ－メチル－モノエタノ
ールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミンなどのアミノアルコール類、メ
チロールメラミン、メチロール尿素、メチロールアクリルアミド、マロン酸ジエチルエス
テルなどのエノール性活性化合物、アセチルアセトン（２，４－ペンタンジオン）のメチ
ル基、メチレン基またはカルボニル炭素に置換基を有するアセチルアセトン誘導体などの
化合物が挙げられる。
【００５８】
　好ましい配位子はアセチルアセトン誘導体である。アセチルアセトン誘導体は、ここで
は、アセチルアセトンのメチル基、メチレン基またはカルボニル炭素に置換基を有する化
合物を指す。アセチルアセトンのメチル基に置換する置換基としては、いずれも炭素数が
１～３の直鎖又は分岐のアルキル基、アシル基、ヒドロキシアルキル基、カルボキシアル
キル基、アルコキシ基、アルコキシアルキル基であり、アセチルアセトンのメチレン基に
置換する置換基としてはカルボキシル基、いずれも炭素数が１～３の直鎖又は分岐のカル
ボキシアルキル基及びヒドロキシアルキル基であり、アセチルアセトンのカルボニル炭素
に置換する置換基としては炭素数が１～３のアルキル基であってこの場合はカルボニル酸
素には水素原子が付加して水酸基となる。
【００５９】
　好ましいアセチルアセトン誘導体の具体例としては、エチルカルボニルアセトン、ｎ－
プロピルカルボニルアセトン、ｉ－プロピルカルボニルアセトン、ジアセチルアセトン、
１―アセチル－１－プロピオニル－アセチルアセトン、ヒドロキシエチルカルボニルアセ
トン、ヒドロキシプロピルカルボニルアセトン、アセト酢酸、アセトプロピオン酸、ジア
セト酢酸、３，３－ジアセトプロピオン酸、４，４－ジアセト酪酸、カルボキシエチルカ
ルボニルアセトン、カルボキシプロピルカルボニルアセトン、ジアセトンアルコールが挙
げられる。中でも、アセチルアセトン及びジアセチルアセトンがとくに好ましい。上記の
アセチルアセトン誘導体と上記金属元素の錯体は、金属元素１個当たりにアセチルアセト
ン誘導体が１～４分子配位する単核錯体であり、金属元素の配位可能の手がアセチルアセ
トン誘導体の配位可能結合手の数の総和よりも多い場合には、水分子、ハロゲンイオン、
ニトロ基、アンモニオ基など通常の錯体に汎用される配位子が配位してもよい。
【００６０】
　好ましい金属錯体の例としては、トリス（アセチルアセトナト）アルミニウム錯塩、ジ
（アセチルアセトナト）アルミニウム・アコ錯塩、モノ（アセチルアセトナト）アルミニ
ウム・クロロ錯塩、ジ（ジアセチルアセトナト）アルミニウム錯塩、エチルアセトアセテ
ートアルミニウムジイソプロピレート、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）
、環状アルミニウムオキサイドイソプロピレート、トリス（アセチルアセトナト）バリウ
ム錯塩、ジ（アセチルアセトナト）チタニウム錯塩、トリス（アセチルアセトナト）チタ
ニウム錯塩、ジ－ｉ－プロポキシ・ビス（アセチルアセトナト）チタニウム錯塩、ジルコ
ニウムトリス（エチルアセトアセテート）、ジルコニウムトリス（安息香酸）錯塩、等が
挙げられる。これらは水系塗布液での安定性及び、加熱乾燥時のゾルゲル反応でのゲル化
促進効果に優れているが、中でも、特にエチルアセトアセテートアルミニウムジイソプロ
ピレート、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）、ジ（アセチルアセトナト）
チタニウム錯塩、ジルコニウムトリス（エチルアセトアセテート）が好ましい。
【００６１】
　上記した金属錯体の対塩の詳細な記載はここでは省略する。対塩の種類は、錯体化合物
としての電荷の中性を保つ水溶性塩である限り任意であり、例えば硝酸塩、ハロゲン酸塩



(23) JP 5930833 B2 2016.6.8

10

20

30

40

50

、硫酸塩、燐酸塩などの化学量論的中性が確保される塩の形が用いられる。
　金属錯体のシリカゾルゲル反応での挙動については、Ｊ．Ｓｏｌ－Ｇｅｌ．Ｓｃｉ．ａ
ｎｄ Ｔｅｃ．第１６巻、第２０９～２２０頁（１９９９年）に詳細な記載がある。反応
メカニズムとしては以下のスキームを推定している。すなわち、液状組成物中では、金属
錯体は、配位構造を取って安定である。基材に付与後の自然乾燥または加熱乾燥過程に始
まる脱水縮合反応では、酸触媒に似た機構で架橋を促進させるものと考えられる。いずれ
にしても、この金属錯体を用いたことにより、液状組成物の経時安定性、並びに導電性層
の皮膜面質および高耐久性が優れ得る。
　上記の金属錯体触媒は、市販品として容易に入手可能であり、また公知の合成方法、例
えば各金属塩化物とアルコールとの反応によっても得られる。
【００６２】
　前記液状組成物が触媒を含む場合、前記触媒は、液状組成物の固形分に対して、好まし
くは５０質量％以下、更に好ましくは５質量％～２５質量％の範囲で使用される。触媒は
、単独で用いても２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００６３】
〔溶剤〕
　上記の液状組成物は、必要に応じて、水及び／または有機溶剤を含有してもよい。有機
溶剤を含有することにより基材上に、より均一な液膜を形成することができる。
　このような有機溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケト
ン等のケトン系溶剤、メタノール、エタノール、２－プロパノール、１－プロパノール、
１－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール等のアルコール系溶剤、クロロホルム、塩化メチ
レン等の塩素系溶剤、ベンゼン、トルエン等の芳香族系溶剤、酢酸エチル、酢酸ブチル、
酢酸イソプロピルなどのエステル系溶剤、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオ
キサン等のエーテル系溶剤、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコー
ルジメチルエーテル等のグリコールエーテル系溶剤、などが挙げられる。
　液状組成物が有機溶剤を含む場合、液状組成物の総質量に対して５０質量％以下の範囲
が好ましく、更に３０質量％以下の範囲がより好ましい。
【００６４】
　基材上に形成されたゾルゲル塗布液の塗布液膜中においては、特定アルコキシド化合物
の加水分解及び縮合の反応が起こるが、その反応を促進させるために、上記塗布液膜を加
熱、乾燥することが好ましい。ゾルゲル反応を促進させるための加熱温度は、３０℃～２
００℃の範囲が適しており、５０℃～１８０℃の範囲がより好ましい。加熱、乾燥時間は
１０秒間～３００分間が好ましく、１分間～１２０分間がより好ましい。
【００６５】
　導電性層の平均膜厚は、通常、０．００５μｍ～２μｍの範囲で選択される。例えば、
平均膜厚を０．００１μｍ以上０．５μｍ以下とすることで、十分な耐久性、膜強度が得
られ、さらに導電性層をパターニングにより導電部と非導電部に分ける際に非導電部の導
電性繊維の残渣の発生が抑制され得る。特に、平均膜厚を０．０１μｍ～０．１μｍの範
囲とすれば、製造上の許容範囲が確保され得るので好ましい。
　本発明は、上記条件（ｉ）または（ｉｉ）の少なくとも一つを満たす導電性層とするこ
とで、導電性と透明性とを高く維持しうるとともに、ゾルゲル硬化物に起因して、金属ナ
ノワイヤが安定に固定化されるとともに、高い強度と耐久性とを実現し得るの。例えば、
導電性層の膜厚を０．００５μｍ～０．５μｍという薄層としても、実用上問題のない耐
摩耗性、耐熱性、耐湿熱性及び耐屈曲性を有する導電部材を得ることができる。このため
、本発明の一実施形態である導電性部材は種々の用途に好適に使用される。薄層の導電性
層を必要とする態様では、膜厚は、０．００５μｍ～０．５μｍとしてもよく、０．００
７μｍ～０．３μｍがさらに好ましく、０．００８μｍ～０．２μｍがより好まく、０．
０１μｍ～０．１μｍが最も好ましい。このように導電性層をより薄層とすることで、パ
ターニングの際の非導電部の導電性繊維を残渣抑制効果及び導電性層の透明性がさらに向
上し得る。
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【００６６】
　前記導電性層の平均膜厚は、電子顕微鏡による導電性層断面の直接観察により、導電性
層の膜厚を５点測定し、その算術平均値として算出される。なお、導電性層の膜厚は例え
ば、触針式表面形状測定器（Ｄｅｋｔａｋ（登録商標）１５０、Ｂｒｕｋｅｒ　ＡＸＳ製
）を用いて、導電性層を形成した部分と導電性層を除去した部分の段差として測定するこ
ともできる。しかし、導電性層を除去する際に基材の一部まで除去してしまう恐れがある
ことり、また形成される導電性層が薄膜なため誤差が生じやすい。そのため、後述の実施
例においては電子顕微鏡を用いて測定される平均膜厚を記載している。
【００６７】
　前記導電性層は、基材と対向する面とは反対側の面（以下、「オモテ面」ともいう）に
おける水滴接触角が、３°以上７０°以下であることが好ましい。より好ましくは５°以
上６０°であり、更に好ましくは５°以上５０°以下であり、最も好ましくは５°以上４
０°以下である。導電性層表面の水滴接触角がこの範囲であると、後述するエッチング液
を用いるパターニング方法においてエッチング速度が向上する傾向がある。これは例えば
、エッチング液が導電性層内に取り込まれやすくなるためと考えることができる。またパ
ターニングした際の細線の線幅の精度が向上する傾向がある。さらに導電性層上に銀ペー
ストによる配線を形成する場合に、導電性層と銀ペーストとの密着性が向上する傾向があ
る。
　なお、前記導電性層のオモテ面における水滴接触角は、接触角計（例えば、協和界面科
学社製の全自動接触角計、商品名：ＤＭ－７０１）を用いて２５℃において測定される。
　前記導電性層表面の水滴接触角は、例えば、液状組成物中のアルコキシド化合物種、ア
ルコキシドの縮合度、導電性の平滑性などを適宜選択することで所望の範囲とすることが
できる。
【００６８】
＜マトリックス＞
　前記導電性層は、マトリックスを含んでもよい。ここで「マトリックス」は、金属ナノ
ワイヤーを含んで層を形成する物質の総称である。マトリックスを含むことにより、導電
性層における金属ナノワイヤーの分散が安定に維持される上、基材表面に導電性層を、接
着層を介することなく形成した場合においても基材と導電性層との強固な接着が確保され
る傾向がある。導電性層に含まれる前述のゾルゲル硬化物はマトリックスとしての機能も
有するが、導電性層はさらにゾルゲル硬化物以外のマトリックス（以下、「その他マトリ
ックス」という。）を含んでもよい。その他マトリックスを含む導電性層は、前述の液状
組成物中に、その他マトリックスを形成し得る材料を含有させておき、これを基材上に（
例えば、塗布により）付与して形成すればよい。
　その他マトリックスは、有機高分子ポリマーのような非感光性のものであっても、フォ
トレジスト組成物のような感光性のものであっても良い。
　導電性層がその他マトリックスを含む場合、その含有量は、導電性層に含まれる特定ア
ルコキシ化合物に由来するゾルゲル硬化物の含有量に対して、０．１０質量％～２０質量
％、好ましくは０．１５質量％～１０質量％、更に好ましくは０．２０質量％～５質量％
の範囲から選ばれることが導電性、透明性、膜強度、耐摩耗性および耐屈曲性の優れる導
電性部材が得られるので有利である。
　その他マトリックスは、前述のとおり、非感光性のものであっても、感光性のものであ
っても良い。
【００６９】
　好適な非感光性マトリックスには、有機高分子ポリマーが含まれる。有機高分子ポリマ
ーの具体例には、ポリメタクリル酸、ポリメタクリレート（例えば、ポリ（メタクリル酸
メチル））、ポリアクリレート、およびポリアクリロニトリルなどのポリアクリル酸、ポ
リビニルアルコール、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、
ポリエステルナフタレート、およびポリカーボネート）、フェノールまたはクレゾール－
ホルムアルデヒド（Ｎｏｖｏｌａｃｓ（登録商標））、ポリスチレン、ポリビニルトルエ
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ン、ポリビニルキシレン、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイ
ミド、ポリスルフィド、ポリスルホン、ポリフェニレン、およびポリフェニルエーテルな
どの高芳香性を有する高分子、ポリウレタン（ＰＵ）、エポキシ、ポリオレフィン（例え
ば、ポリプロピレン、ポリメチルペンテン、および環状オレフィン）、アクリロニトリル
－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ）、セルロース、シリコーンおよびその他のシ
リコン含有高分子（例えば、ポリシルセスキオキサンおよびポリシラン）、ポリ塩化ビニ
ル（ＰＶＣ）、ポリビニルアセテート、ポリノルボルネン、合成ゴム（例えば、ＥＰＲ、
ＳＢＲ、ＥＰＤＭ）、およびフッ化炭素系重合体（例えば、ポリビニリデンフルオライド
、ポリテトラフルオロエチレン（ＴＦＥ）、またはポリヘキサフルオロプロピレン）、フ
ルオロ－オレフィンの共重合体、および炭化水素オレフィン（例えば、旭硝子株式会社製
「ＬＵＭＩＦＬＯＮ」（登録商標））、および非晶質フルオロカーボン重合体または共重
合体（例えば、旭硝子株式会社製の「ＣＹＴＯＰ」（登録商標）またはデュポン社製の「
Ｔｅｆｌｏｎ」（登録商標）ＡＦ）が挙げられるがそれだけに限定されない。
【００７０】
　感光性のマトリックスには、リソグラフィック・プロセスに好適なフォトレジスト組成
物が含まれ得る。マトリックスとして、フォトレジスト組成物が含まれる場合には、導電
性層を導電性領域と非導電性領域とをパターン上に有するものを、リソグラフィック・プ
ロセスにより形成することが可能となる。このようなフォトレジスト組成物のうち、特に
好ましいものとして、透明性および柔軟性に優れ、かつ基材との接着性に優れた導電性層
が得られるという点から、光重合性組成物が挙げられる。以下、この光重合性組成物につ
いて説明する。
＜光重合性組成物＞
　光重合性組成物は、（ａ）付加重合性不飽和化合物と、（ｂ）光に照射されるとラジカ
ルを発生する光重合開始剤とを基本成分として含む。光重合性組成物は、更に所望により
（ｃ）バインダー、及び／又は（ｄ）上記成分（ａ）～（ｃ）以外の添加剤を含んでも含
まなくてもよい。
　以下、これらの成分について、説明する。
【００７１】
［（ａ）付加重合性不飽和化合物］
　成分（ａ）の付加重合性不飽和化合物（以下、「重合性化合物」ともいう。）は、ラジ
カルの存在下で付加重合反応を生じて高分子化される化合物であり、通常、分子末端に少
なくとも一つの、好ましくは二つ以上の、より好ましくは四つ以上の、更に好ましくは六
つ以上のエチレン性不飽和二重結合を有する化合物が使用される。
　これらは、例えば、モノマー、プレポリマー、即ち２量体、３量体もしくはオリゴマー
、又はそれらの混合物などの化学的形態をもつ。
　このような重合性化合物としては、種々のものが知られており、それらは成分（ａ）と
して使用することができる。
　このうち、特に好ましい重合性化合物としては、膜強度の観点から、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリトリトールテトラ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリトリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリトリトールペンタ（
メタ）アクリレートが挙げられる。
【００７２】
　導電性層中における成分（ａ）の含有量は、前述の金属ナノワイヤを含む光重合性組成
物の固形分の総質量を基準として、２．６質量％以上３７．５質量％以下であることが好
ましく、５．０質量％以上２０．０質量％以下であることがより好ましい。
【００７３】
［（ｂ）光重合開始剤］
　成分（ｂ）の光重合開始剤は、光に照射されるとラジカルを発生する化合物である。こ
のような光重合開始剤としては、光照射により、最終的には酸となる酸ラジカルを発生す
る化合物及びその他のラジカルを発生する化合物などが挙げられる。以下、前者を「光酸
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発生剤」と呼び、後者を「光ラジカル発生剤」と呼ぶ。
－光酸発生剤－
　光酸発生剤としては、光カチオン重合の光開始剤、光ラジカル重合の光開始剤、色素類
の光消色剤、光変色剤、あるいはマイクロレジスト等に使用されている活性光線又は放射
線の照射により酸ラジカルを発生する公知の化合物及びそれらの混合物を適宜に選択して
使用することができる。
【００７４】
　このような光酸発生剤は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、ジ－又はトリ－ハロメチル基を少なくとも一つ有するトリアジン又は１，３，４－
オキサジアゾール、ナフトキノン－１，２－ジアジド－４－スルホニルハライド、ジアゾ
ニウム塩、ホスホニウム塩、スルホニウム塩、ヨードニウム塩、イミドスルホネート、オ
キシムスルホネート、ジアゾジスルホン、ジスルホン、ｏ－ニトロベンジルスルホネート
などが挙げられる。これらの中でも、スルホン酸を発生する化合物であるイミドスルホネ
ート、オキシムスルホネート、ｏ－ニトロベンジルスルホネートが特に好ましい。
　また、活性光線又は放射線の照射により酸ラジカルを発生する基、あるいは化合物を樹
脂の主鎖又は側鎖に導入した化合物、例えば、米国特許第３，８４９，１３７号明細書、
独国特許第３９１４４０７号明細書、特開昭６３－２６６５３号、特開昭５５－１６４８
２４号、特開昭６２－６９２６３号、特開昭６３－１４６０３８号、特開昭６３－１６３
４５２号、特開昭６２－１５３８５３号、特開昭６３－１４６０２９号の各公報等に記載
の化合物を用いることができる。
　更に、米国特許第３，７７９，７７８号、欧州特許第１２６，７１２号等の各明細書に
記載の化合物も、酸ラジカル発生剤として使用することができる。
【００７５】
　前記トリアジン系化合物としては、例えば２－（４－メトキシフェニル）－４，６－ビ
ス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシナフチル）－４，６－ビ
ス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－エトキシナフチル）－４，６－ビ
ス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－エトキシカルボニルナフチル）－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（モノクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（ジクロロメチル）－ｓ－トリアジン、
２，４，６－トリス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－メチル－４，６－ビス
（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－ｎ－プロピル－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２－（α，α，β－トリクロロエチル）－４，６－ビス（ト
リクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－フェニル－４，６－ビス（トリクロロメチル）
－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）
－ｓ－トリアジン、２－（３，４－エポキシフェニル）－４、６－ビス（トリクロロメチ
ル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－クロロフェニル）－４，６－ビス（トリクロロメチル
）－ｓ－トリアジン、２－〔１－（ｐ－メトキシフェニル）－２，４－ブタジエニル〕－
４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－スチリル－４，６－ビス（ト
リクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシスチリル）－４，６－ビス（ト
リクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－ｉ－プロピルオキシスチリル）－４、６
－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－４，６－ビス（ト
リクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシナフチル）－４，６－ビス（ト
リクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－フェニルチオ－４，６－ビス（トリクロロメチ
ル）－ｓ－トリアジン、２－ベンジルチオ－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－ト
リアジン、４－（ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ビス（エトキシカルボニルアミノ）－フェニ
ル）－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（ジブロ
モメチル）－ｓ－トリアジン、２，４，６－トリス（トリブロモメチル）－ｓ－トリアジ
ン、２－メチル－４，６－ビス（トリブロモメチル）－ｓ－トリアジン、２－メトキシ－
４，６－ビス（トリブロモメチル）－ｓ－トリアジン、などが挙げられる。これらは、１
種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
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【００７６】
　前記（１）光酸発生剤の中でもスルホン酸を発生する化合物が好ましく、下記のような
オキシムスルホネート化合物が高感度である観点から特に好ましい。
【００７７】
【化４】

【００７８】
－光ラジカル発生剤－
　光ラジカル発生剤は、光を直接吸収し、又は光増感されて分解反応若しくは水素引き抜
き反応を起こし、ラジカルを発生する機能を有する化合物である。光ラジカル発生剤は、
波長３００ｎｍ～５００ｎｍの領域に吸収を有するものが好ましい。
　このような光ラジカル発生剤としては、多数の化合物が知られており、例えば特開２０
０８－２６８８８４号公報に記載されているようなカルボニル化合物、ケタール化合物、
ベンゾイン化合物、アクリジン化合物、有機過酸化化合物、アゾ化合物、クマリン化合物
、アジド化合物、メタロセン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合物、有機ホウ酸
化合物、ジスルホン酸化合物、オキシムエステル化合物、アシルホスフィン（オキシド）
化合物、が挙げられる。これらは目的に応じて適宜選択することができる。これらの中で
も、ベンゾフェノン化合物、アセトフェノン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合
物、オキシムエステル化合物、及びアシルホスフィン（オキシド）化合物が露光感度の観
点から特に好ましい。
【００７９】
　前記ベンゾフェノン化合物としては、例えばベンゾフェノン、ミヒラーズケトン、２－
メチルベンゾフェノン、３－メチルベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノベンゾフェ
ノン、４－メチルベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェノ
ン、２－カルボキシベンゾフェノン、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【００８０】
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　前記アセトフェノン化合物としては、例えば２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセト
フェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２－（ジメチルアミノ）－２－［（４－
メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン
、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、α－ヒドロキシ－２－メチルフェニル
プロパノン、１－ヒドロキシ－１－メチルエチル（ｐ－イソプロピルフェニル）ケトン、
１－ヒドロキシ－１－（ｐ－ドデシルフェニル）ケトン、２－メチル－１－（４－メチル
チオフェニル）－２－モルホリノプロパン－１－オン、１，１，１－トリクロロメチル－
（ｐ－ブチルフェニル）ケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフ
ォリノフェニル）－ブタノン－１などが挙げられる。市販品の具体例としては、ＢＡＳＦ
社製のイルガキュア（登録商標）３６９、イルガキュア（登録商標）３７９、イルガキュ
ア（登録商標）９０７などが好適である。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種
以上を併用してもよい。
【００８１】
　前記ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、例えば、特公平６－２９２８５号
公報、米国特許第３，４７９，１８５号、米国特許第４，３１１，７８３号、米国特許第
４，６２２，２８６号等の各明細書に記載の種々の化合物、具体的には、２，２’－ビス
（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２
’－ビス（ｏ－ブロモフェニル））４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール
、２，２’－ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル
ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ
（ｍ－メトキシフェニル）ビイジダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニ
ル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニト
ロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（
ｏ－メチルフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’
－ビス（ｏ－トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾ
ール、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【００８２】
　前記オキシムエステル化合物としては、例えばＪ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９
７９）１６５３－１６６０）、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９）１５６－１
６２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５）２０２－２３２、特開２０００－６６３８５号公報記載
の化合物、特開２０００－８００６８号公報、特表２００４－５３４７９７号公報記載の
化合物等が挙げられる。具体例としては、ＢＡＳＦ社製のイルガキュア（登録商標）ＯＸ
Ｅ－０１、イルガキュア（登録商標）ＯＸＥ－０２等が好適である。これらは、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００８３】
　前記アシルホスフィン（オキシド）化合物としては、例えばＢＡＳＦ社製のイルガキュ
ア（登録商標）８１９、ダロキュア（登録商標）４２６５、ダロキュア（登録商標）ＴＰ
Ｏなどが挙げられる。
【００８４】
　光ラジカル発生剤としては、露光感度と透明性の観点から、２－（ジメチルアミノ）－
２－［（４－メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－
１－ブタノン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）
－ブタノン－１、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルホリノプロパ
ン－１－オン、２，２’－ビス（２－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフ
ェニルビイミダゾール、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノベンゾフェノン、１，２－オクタンジオ
ン，１－［４－（フェニルチオ）フェニル］－１，２－オクタンジオン２－（ｏ－ベンゾ
イルオキシム）が特に好ましい。
【００８５】
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　成分（ｂ）の光重合開始剤は、１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよく、
その導電性層中における含有量は、金属ナノワイヤを含む光重合性組成物の固形分の総質
量を基準として、０．１質量％～５０質量％であることが好ましく、０．５質量％～３０
質量％がより好ましく、１質量％～２０質量％が更に好ましい。このような数値範囲にお
いて、後述の導電性領域と非導電性領域とを含むパターンを導電性層に形成する場合に、
良好な感度とパターン形成性が得られる。
【００８６】
［（ｃ）バインダー］
　バインダーとしては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、アクリル系
共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカリ可溶性
を促進する基（例えばカルボキシル基、リン酸基、スルホン酸基など）を有するアルカリ
可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。
　これらの中でも、有機溶剤に可溶でアルカリ水溶液に可溶なものが好ましく、また、酸
解離性基を有し、酸の作用により酸解離性基が解離した時にアルカリ可溶となるものが特
に好ましい。
　ここで、前記酸解離性基とは、酸の存在下で解離することが可能な官能基を表す。
【００８７】
　前記バインダーの製造には、例えば公知のラジカル重合法による方法を適用することが
できる。前記ラジカル重合法でアルカリ可溶性樹脂を製造する際の温度、圧力、ラジカル
開始剤の種類及びその量、溶媒の種類等々の重合条件は、当業者において容易に設定可能
であり、実験的に条件を定めることができる。
【００８８】
　前記線状有機高分子重合体としては、側鎖にカルボン酸を有するポリマーが好ましい。
　前記側鎖にカルボン酸を有するポリマーとしては、例えば特開昭５９－４４６１５号、
特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７７号、特公昭５４－２５９５７号、特
開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７１０４８号の各公報に記載されているような、
メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体
、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体等、並びに側鎖にカルボン酸
を有する酸性セルロース誘導体、水酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの等
であり、更に側鎖に（メタ）アクリロイル基を有する高分子重合体も好ましいものとして
挙げられる。
【００８９】
　これらの中でも、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸共重合体、ベン
ジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーからなる多元共重合体が
特に好ましい。
　更に、側鎖に（メタ）アクリロイル基を有する高分子重合体や（メタ）アクリル酸／グ
リシジル（メタ）アクリレート／他のモノマーからなる多元共重合体も有用なものとして
挙げられる。該ポリマーは任意の量で混合して用いることができる。
【００９０】
　前記以外にも、特開平７－１４０６５４号公報に記載の、２－ヒドロキシプロピル（メ
タ）アクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル
酸共重合体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタク
リレートマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロ
キシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタ
クリル酸共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー
／ベンジルメタクレート／メタクリル酸共重合体、などが挙げられる。
【００９１】
　前記アルカリ可溶性樹脂における具体的な構成単位としては、（メタ）アクリル酸と、
該（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体とが好適である。
【００９２】



(30) JP 5930833 B2 2016.6.8

10

20

30

40

50

　前記（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体としては、例えばアルキル（メタ）
アクリレート、アリール（メタ）アクリレート、ビニル化合物などが挙げられる。これら
は、アルキル基及びアリール基の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。
　前記アルキル（メタ）アクリレート又はアリール（メタ）アクリレートとしては、例え
ばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリ
レート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メ
タ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、フ
ェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、トリル（メタ）アクリレ
ート、ナフチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ジシクロ
ペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、ジシクロ
ペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレート、グリシジルメタクリレート、テトラヒド
ロフルフリルメタクリレート、ポリメチルメタクリレートマクロモノマー、などが挙げら
れる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００９３】
　前記ビニル化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン
、アクリロニトリル、ビニルアセテート、Ｎ－ビニルピロリドン、ポリスチレンマクロモ
ノマー、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２〔ただし、Ｒ１は水素原子又は炭素数１～５のアルキル基を
表し、Ｒ２は炭素数６～１０の芳香族炭化水素環を表す。〕、などが挙げられる。これら
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００９４】
　前記バインダーの重量平均分子量は、アルカリ溶解速度、膜物性等の点から、１，００
０～５００，０００が好ましく、３，０００～３００，０００がより好ましく、５，００
０～２００，０００が更に好ましい。
　ここで、前記重量平均分子量は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー法により測
定し、標準ポリスチレン検量線を用いて求めることができる。
【００９５】
　導電性層中における成分（ｃ）のバインダーの含有量は、前述の金属ナノワイヤを含む
光重合性組成物の固形分の総質量を基準として、５質量％～９０質量％であることが好ま
しく、１０質量％～８５質量％がより好ましく、２０質量％～８０質量％が更に好ましい
。前記好ましい含有量範囲であると、現像性と金属ナノワイヤの導電性の両立が図れる。
【００９６】
［（ｄ）その他、上記成分（ａ）～（ｃ）以外の添加剤］
　上記成分（ａ）～（ｃ）以外のその他の添加剤としては、例えば、連鎖移動剤、架橋剤
、分散剤、溶媒、界面活性剤、酸化防止剤、硫化防止剤、金属腐食防止剤、粘度調整剤、
防腐剤等の各種の添加剤などが挙げられる。
（ｄ－１）連鎖移動剤
　連鎖移動剤は、光重合性組成物の露光感度向上のために使用されるものである。このよ
うな連鎖移動剤としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステルなど
のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ安息香酸アルキルエステル、２－メルカプトベンゾチアゾー
ル、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メルカプトベンゾイミダゾール、Ｎ－フェ
ニルメルカプトベンゾイミダゾール、１，３，５－トリス（３－メルカプトブチルオキシ
エチル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオンなどの
複素環を有するメルカプト化合物、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプ
ロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトブチレート）、１，
４－ビス（３－メルカプトブチリルオキシ）ブタンなどの脂肪族多官能メルカプト化合物
などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい
。
【００９７】
　導電性層中における連鎖移動剤の含有量は、前述の金属ナノワイヤを含む光重合性組成
物の固形分の総質量を基準として、０．０１質量％～１５質量％が好ましく、０．１質量
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％～１０質量％がより好ましく、０．５質量％～５質量％が更に好ましい。
【００９８】
（ｄ－２）架橋剤
　架橋剤は、フリーラジカル又は酸及び熱により化学結合を形成し、導電層を硬化させる
化合物で、例えばメチロール基、アルコキシメチル基、アシロキシメチル基から選ばれる
少なくとも１つの基で置換されたメラミン系化合物、グアナミン系化合物、グリコールウ
リル系化合物、ウレア系化合物、フェノール系化合物もしくはフェノールのエーテル化合
物、エポキシ系化合物、オキセタン系化合物、チオエポキシ系化合物、イソシアネート系
化合物、又はアジド系化合物、メタクリロイル基又はアクリロイル基などを含むエチレン
性不飽和基を有する化合物、などが挙げられる。これらの中でも、膜物性、耐熱性、溶剤
耐性の点でエポキシ系化合物、オキセタン系化合物、エチレン性不飽和基を有する化合物
が特に好ましい。
　また、前記オキセタン樹脂は、１種単独で又はエポキシ樹脂と混合して使用することが
できる。特にエポキシ樹脂との併用で用いた場合には反応性が高く、膜物性を向上させる
観点から好ましい。
　なお、架橋剤としてエチレン性不飽和二重結合基を有する化合物を用いる場合、当該架
橋剤も、また、前記（ｃ）重合性化合物に包含され、その含有量は、本発明における（ｃ
）重合性化合物の含有量に含まれることを考慮すべきである。
　導電性層中における架橋剤の含有量は、前述の金属ナノワイヤを含む光重合性組成物の
固形分の総質量を１００質量部としたとき、１質量部～２５０質量部が好ましく、３質量
部～２００質量部がより好ましい。
【００９９】
（ｄ－３）分散剤
　分散剤は、光重合性組成物中における前述の金属ナノワイヤが凝集することを防止しつ
つ分散させるために用いられる。分散剤としては、前記金属ナノワイヤを分散させること
ができれば特に制限はなく、目的に応じて適否選択することができる。例えば、顔料分散
剤として市販されている分散剤を利用でき、特に金属ナノワイヤに吸着する性質を持つ高
分子分散剤が好ましい。このような高分子分散剤としては、例えばポリビニルピロリドン
、ＢＹＫシリーズ（登録商標、ビックケミー社製）、ソルスパースシリーズ（登録商標、
日本ルーブリゾール社製など）、アジスパーシリーズ（登録商標、味の素株式会社製）な
どが挙げられる。
　分散剤として、前記金属ナノワイヤの製造に用いたもの以外の高分子分散剤をさらに別
に添加する場合、当該高分子分散剤も、また、前記成分（ｃ）のバインダーに包含され、
その含有量は、前述の成分（ｃ）の含有量に含まれることを考慮すべきである。
　導電性層中における分散剤の含有量は、成分（ｃ）のバインダー１００質量部に対し、
０．１質量部～５０質量部が好ましく、０．５質量部～４０質量部がより好ましく、１質
量部～３０質量部が特に好ましい。
　分散剤の含有量を０．１質量部以上とすることで、分散液中での金属ナノワイヤの凝集
が効果的に抑制され、５０質量部以下とすることで、塗布工程において安定な液膜が形成
され、塗布ムラの発生が抑制されるため好ましい。
【０１００】
（ｄ－４）溶媒
　溶媒は、前述の金属ナノワイヤー並びに特定アルコキシド化合物と、光重合性組成物と
を含む組成物を基材表面に膜状に形成するための塗布液とするために使用される成分であ
り、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、３－エトキシプロピオン
酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、乳酸エチル、３－メトキシブタノール、水
、１－メトキシ－２－プロパノール、イソプロピルアセテート、乳酸メチル、Ｎ－メチル
ピロリドン（ＮＭＰ）、γ－ブチロラクトン（ＧＢＬ）、プロピレンカーボネート、など
が挙げられる。この溶媒は、前述の金属ナノワイヤの分散液の溶媒の少なくとも一部が兼
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ねていてもよい。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　このような溶媒を含む塗布液の固形分濃度は、０．１質量％～２０質量％の範囲である
ことが好ましい。
【０１０１】
（ｄ－５）金属腐食防止剤
　導電性層は金属ナノワイヤの金属腐食防止剤を含有することが好ましい。このような金
属腐食防止剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例
えばチオール類、アゾール類などが好適である。
　金属腐食防止剤を含有させることで、防錆効果を発揮させることができ、導電性部材の
経時による導電性及び透明性の低下を抑制することができる。金属腐食防止剤は導電性層
形成用組成物中に、適した溶媒で溶解した状態、又は粉末で添加するか、後述する導電層
用塗布液による導電膜を作製後に、これを金属腐食防止剤浴に浸すことで付与することが
できる。
　金属腐食防止剤を添加する場合、導電性層中におけるその含有量は、金属ナノワイヤの
含有量に対して０．５質量％～１０質量％であることが好ましい。
【０１０２】
　その他マトリックスとしては、前述の金属ナノワイヤの製造の際に使用された分散剤と
しての高分子化合物を、マトリックスを構成する成分の少なくとも一部として使用するこ
とが可能である。
【０１０３】
　導電性層には、金属ナノワイヤに加え、他の導電性材料、例えば、導電性微粒子などを
本発明の効果を損なわない限りにおいて併用しうる。効果の観点からは、金属ナノワイヤ
（好ましくは、アスペクト比が１０以上の金属ナノワイヤ）の含有比率は、金属ナノワイ
ヤーを含む導電性材料の総量に対して体積基準で、５０％以上が好ましく、６０％以上が
より好ましく、７５％以上が特に好ましい。前記金属ナノワイヤの含有比率を５０％とす
ることにより、金属ナノワイヤ同士の密なネットワークが形成され、高い導電性を有する
導電性層を容易に得ることができる。
　また、金属ナノワイヤ以外の形状の導電性粒子は、導電性層における導電性に大きく寄
与しない上に可視光領域に吸収を持つ場合がある。特に導電性粒子が金属であって、球形
などのプラズモン吸収が強い形状である場合には、導電性層の透明度が悪化してしまうこ
とがある。
【０１０４】
　ここで、前記金属ナノワイヤの比率は、下記のように求めることができる。例えば、金
属ナノワイヤが銀ナノワイヤであり、導電性粒子が銀粒子である場合には、銀ナノワイヤ
水分散液をろ過して、銀ナノワイヤと、それ以外の導電性粒子とを分離し、誘導結合プラ
ズマ（ＩＣＰ）発光分析装置を用いてろ紙に残っている銀の量と、ろ紙を透過した銀の量
とを各々測定し、金属ナノワイヤの比率を算出することができる。金属ナノワイヤーアス
ペクト比は、ろ紙に残っている金属ナノワイヤをＴＥＭで観察し、３００個の金属ナノワ
イヤの短軸長及び長軸長をそれぞれ測定することにより算出される。
　金属ナノワイヤの平均短軸長及び平均長軸長の測定方法は既述の通りである。
【０１０５】
　前述の導電性層を基材上に形成する方法には特に制限はなく、一般的な塗布方法で行う
ことができ、目的に応じて適宜選択することができる。例えばロールコート法、バーコー
ト法、ディップコーティング法、スピンコーティング法、キャスティング法、ダイコート
法、ブレードコート法、グラビアコート法、カーテンコート法、スプレーコート法、ドク
ターコート法、などが挙げられる。
【０１０６】
＜＜中間層＞＞
　前記導電性部材は、基材と導電性層との間に少なくとも一層の中間層を有することが好
ましい。基材と導電性層との間に中間層を設けることにより、基材と導電性層との密着性
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、導電性層の全光透過率、導電性層のヘイズ、及び導電性層の膜強度のうちの少なくとも
一つの向上を図り得る。
　中間層としては、基材と導電性層との接着力を向上させるための接着剤層、導電性層に
含まれる成分との相互作用により機能性を向上させる機能性層などが挙げられ、目的に応
じて適宜設けられる。
【０１０７】
　中間層を更に有する導電性部材の構成について、図面を参照しながら説明する。
　図１は、第一の実施形態に係る導電性部材の第一の例示的態様である導電性部材１を示
す概略断面図である。導電性部材１においては、基材上に中間層を有してなる基板１０１
上に導電性層２０が設けられている。基材１０と導電性層２０との間に、基材１０との親
和性に優れた第１の接着層３１と、導電性層２０との親和性に優れた第２の接着層３２と
を含む中間層３０を備える。
　図２は、第一の実施形態に係る導電性部材の第二の例示的態様である導電性部材２を示
す概略断面図である。基材１０と導電性層２０との間に、前記第１の実施形態と同様の第
１の接着層３１及び第２の接着層３２に加え、導電性層２０に隣接して機能性層３３を備
えて構成される中間層３０を有する。
【０１０８】
　中間層３０に使用される素材は特に限定されず、上記の特性のいずれか少なくとも一つ
を向上させるものであればよい。
　例えば、中間層として接着層を備える場合、接着層には、接着剤に使用されるポリマー
、シランカップリング剤、チタンカップリング剤、Ｓｉのアルコキシド化合物を加水分解
および重縮合させて得られるゾルゲル膜などから選ばれる素材が含まれる。
　導電性層と接する中間層（即ち、中間層３０が単層の場合には、当該中間層が、そして
中間層３０が複数のサブ中間層を含む場合には、そのうちの導電性層と接するサブ中間層
）が、当該導電性層２０に含まれる金属ナノワイヤと静電的に相互作用することのできる
官能基（以下「相互作用可能な官能基」という）を有する化合物を含む機能性層３３であ
ることが、全光透過率、ヘイズ、及び膜強度に優れた導電性層が得られることから好まし
い。このような中間層を有する場合においては、導電性層２０が金属ナノワイヤと有機高
分子とを含むものであっても、膜強度に優れた導電性層が得られる。
【０１０９】
　この作用は明確ではないが、導電性層２０に含まれる金属ナノワイヤと相互作用可能な
官能基を有する化合物を含む中間層を設けることで、導電性層に含まれる金属ナノワイヤ
と中間層に含まれる上記の官能基を有する化合物との相互作用により、導電性層における
導電性材料の凝集が抑制され、均一分散性が向上し、導電性層中における導電性材料の凝
集に起因する透明性やヘイズの低下が抑制されるとともに、密着性に起因して膜強度の向
上が達成されるものと考えられる。このような相互作用性を発現しうる中間層を、以下、
機能性層と称することがある。機能性層は、金属ナノワイヤとの相互作用によりその効果
を発揮することから、導電性層が金属ナノワイヤを含んでいれば、導電性層が含むマトリ
ックスに依存せずに、その効果を発現する。
【０１１０】
　上記の金属ナノワイヤと相互作用可能な官能基としては、例えば金属ナノワイヤが銀ナ
ノワイヤの場合には、アミド基、アミノ基、メルカプト基、カルボン酸基、スルホン酸基
、リン酸基、ホスホン酸基又はそれらの塩が挙げられ、これらからなる群より選ばれる一
つまたは複数の官能基を前記化合物が有することがより好ましい。当該官能基は、アミノ
基、メルカプト基、リン酸基、ホスホン酸基又はそれらの塩であることがより好ましく、
更に好ましくはアミノ基である。
　上記のような官能基を有する化合物としては、例えばウレイドプロピルトリエトキシシ
ラン、ポリアクリルアミド、ポリメタクリルアミドなどのようなアミド基を有する化合物
、例えばＮ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプ
ロピルトリエトキシシラン、ビス(ヘキサメチレン)トリアミン、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－ア
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ミノプロピル）－１，４－ブタンジアミン四塩酸塩、スペルミン、ジエチレントリアミン
、ｍ－キシレンジアミン、メタフェニレンジアミンなどのようなアミノ基を有する化合物
、例えば３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、２－メルカプトベンゾチアゾール
、トルエン－３，４－ジチオールなどのようなメルカプト基を有する化合物、例えばポリ
（ｐ－スチレンスルホン酸ナトリウム）、ポリ（２－アクリルアミド－２－メチルプロパ
ンスルホン酸）などのようなスルホン酸またはその塩の基を有する化合物、例えばポリア
クリル酸、ポリメタクリル酸、ポリアスパラギン酸、テレフタル酸、ケイ皮酸、フマル酸
、コハク酸などのようなカルボン酸基を有する化合物、例えばホスマーＰＥ、ホスマーＣ
Ｌ、ホスマーＭ、ホスマーＭＨ（商品名、ユニケミカル株式会社製）、およびそれらの重
合体、ポリホスマーＭ－１０１、ポリホスマーＰＥ－２０１、ポリホスマーＭＨ－３０１
（商品名、ＤＡＰ株式会社製）などのようなリン酸基を有する化合物、例えばフェニルホ
スホン酸、デシルホスホン酸、メチレンジホスホン酸、ビニルホスホン酸、アリルホスホ
ン酸などのようなホスホン酸基を有する化合物が挙げられる。
　これらの官能基を選択することで、導電性層形成用の塗布液を塗布後、金属ナノワイヤ
と中間層に含まれる官能基とが相互作用を生じて、乾燥する際に金属ナノワイヤが凝集す
るのを抑制し、金属ナノワイヤが均一に分散された導電性層を形成することができる。
【０１１１】
　中間層は、中間層を構成する化合物が溶解した、もしくは分散、乳化した液を基材上に
塗布し、乾燥することで形成することができ、塗布方法は一般的な方法を用いることがで
きる。その方法としては特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
ロールコート法、バーコート法、ディップコーティング法、スピンコーティング法、キャ
スティング法、ダイコート法、ブレードコート法、グラビアコート法、カーテンコート法
、スプレーコート法、ドクターコート法、などが挙げられる。
【０１１２】
　前記導電性部材は、優れた耐摩耗性を有する。この耐摩耗性は、例えば、以下の（１）
または（２）の方法により評価することができる。
（１）導電性層の表面に対して、連続加重引掻試験機（例えば、新東科学株式会社製の連
続加重引掻試験機、商品名：Ｔｙｐｅ１８ｓ）を使用し、１２５ｇ/ｃｍ２の圧力でガー
ゼ（例えば、ＦＣガーゼ（商品名、白十字株式会社製））を押し付け、５０往復擦る耐摩
耗試験を行ったとき、前記耐摩耗試験後の導電性層の表面抵抗率（Ω／□）／前記耐摩耗
試験前の導電性層の表面抵抗率（Ω／□）の比が１００以下、より好ましくは５０以下、
更に好ましくは１０以下である。
（２）導電性部材を、直径１０ｍｍの円筒マンドレルを備えた円筒形マンドレル屈曲試験
器（例えば、コーテック（株）社製のもの）を用いて、２０回曲げ試験に供したとき、前
記試験後の導電性層の表面抵抗率（Ω／□）／前記試験前の導電性層の表面抵抗率（Ω／
□）の比が５.０以下、より好ましくは２．５以下、更に好ましくは２．０以下である。
【０１１３】
＜導電性層の形状＞
　前記導電性部材における、基材表面に垂直な方向から観察した場合の導電性層の形状は
特に制限されず、目的に応じて適宜選択することができる。導電性層は非導電性領域を含
むものであってもよい。すなわち導電性層は、導電性層の全領域が導電性領域である（以
下、この導電性層を「非パターン化導電性層」ともいう）第一の態様、及び導電性層が導
電性領域と非導電性領域とを含む（以下、この導電性層を「パターン化導電性層」ともい
う）第二の態様の何れであっても良い。第二の態様の場合には、非導電性領域に金属ナノ
ワイヤが含まれていても含まれていなくても良い。非導電性領域に金属ナノワイヤが含ま
れている場合、非導電性領域に含まれる金属ナノワイヤは断線されている。
　第一の態様に係る導電性部材は、例えば太陽電池の透明電極として使用することができ
る。
　第二の態様に係る導電性部材は、例えばタッチパネルを作成する場合に使用され得る。
この場合、所望の形状を有する導電性領域と非導電性領域とが形成される。
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【０１１４】
〔導電性領域と非導電性領域とを含む導電性層（パターン化導電性層）〕
　パターン化導電性層は、例えば下記パターニング方法により製造される。
（１）予め非パターン化導電性層を形成しておき、この非パターン化導電性層の所望の領
域に含まれる金属ナノワイヤに炭酸ガスレーザー、ＹＡＧレーザー等の高エネルギーのレ
ーザー光線を照射して、金属ナノワイヤの一部を断線または消失させて当該所望の領域を
非導電性領域とするパターニング方法。この方法は、例えば、特開２０１０－４４９６８
号公報に記載されている。
（２）予め形成した非パターン化導電性層上にレジスト層を形成し得る感光性組成物（フ
ォトレジスト）層を設け、この感光性組成物層に所望のパターン露光および現像を行って
、当該パターン状のレジストを形成したのちに、金属ナノワイヤをエッチング可能なエッ
チング液で処理するウェットプロセスか、または反応性イオンエッチングのようなドライ
プロセスにより、レジストで保護されていない領域の導電性層中の金属ナノワイヤをエッ
チング除去するパターニング方法。この方法は、例えば特表２０１０－５０７１９９号公
報（特に、段落０２１２～０２１７）に記載されている。
（３）予め形成した非パターン化導電性層上に、金属ナノワイヤーを溶解可能なエッチン
グ液を所望のパターン状に付与して、エッチング液が付与された領域の導電性層中の金属
ナノワイヤーをエッチング除去するパターニング方法。
【０１１５】
　上記パターン露光に用いる光源は、フォトレジスト組成物の感光波長域との関連で選定
されるが、一般的にはｇ線、ｈ線、ｉ線、ｊ線等の紫外線が好ましく用いられる。また、
青色ＬＥＤを用いてもよい。
　パターン露光の方法にも特に制限はなく、フォトマスクを利用した面露光で行ってもよ
いし、レーザービーム等による走査露光で行ってもよい。この際、レンズを用いた屈折式
露光でも反射鏡を用いた反射式露光でもよく、コンタクト露光、プロキシミティー露光、
縮小投影露光、反射投影露光などの露光方式を用いることができる。
【０１１６】
　前記金属ナノワイヤを溶解可能なエッチング液は、金属ナノワイヤの種類に応じて適宜
選択することができる。例えば金属ナノワイヤが銀ナノワイヤの場合には、所謂写真科学
分野において、主にハロゲン化銀カラー感光材料の印画紙の漂白、定着工程に使用される
漂白定着液、強酸、酸化剤、過酸化水素などが挙げられる。これらの中でも、漂白定着液
、希硝酸、過酸化水素が特に好ましい。なお、エッチング液による金属ナノワイヤの溶解
は、エッチング液を付与した部分の金属ナノワイヤを完全に溶解しなくてもよく、導電性
が消失していれば一部が残存していてもよい。
　前記希硝酸の濃度は、１質量％～２０質量％であることが好ましい。
　前記過酸化水素の濃度は、３質量％～３０質量％であることが好ましい。
【０１１７】
　前記漂白定着液としては、例えば特開平２－２０７２５０号公報の第２６頁右下欄１行
目～３４頁右上欄９行目、及び特開平４－９７３５５号公報の第５頁左上欄１７行目～１
８頁右下欄２０行目に記載の処理素材や処理方法が好ましく適用できる。
　漂白定着時間は、１８０秒間以下が好ましく、１２０秒間以下１秒間以上がより好まし
く、９０秒間以下５秒間以上が更に好ましい。また、水洗又は安定化時間は、１８０秒間
以下が好ましく、１２０秒間以下１秒間以上がより好ましい。
　前記漂白定着液は、写真用漂白定着液であれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができ、例えば、富士フイルム株式会社製ＣＰ－４８Ｓ、ＣＰ－４９Ｅ（カラー
ペーパー用漂白定着剤）、コダック社製エクタカラーＲＡ漂白定着液、大日本印刷株式会
社製漂白定着液Ｄ－Ｊ２Ｐ－０２－Ｐ２、Ｄ－３０Ｐ２Ｒ－０１、Ｄ－２２Ｐ２Ｒ－０１
（全て商品名）などが挙げられる。これらの中でも、ＣＰ－４８Ｓ、ＣＰ－４９Ｅが特に
好ましい。
【０１１８】
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　前記金属ナノワイヤーを溶解可能なエッチング液の粘度は、２５℃で、５ｍＰａ・ｓ～
３００，０００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、１０ｍＰａ・ｓ～１５０，０００ｍＰ
ａ・ｓであることがより好ましい。前記粘度を５ｍＰａ・ｓとすることで、エッチング液
の拡散を所望の範囲に制御することが容易となって、導電性領域と非導電性領域との境界
が明瞭なパターニングが確保され得、他方、３００，０００ｍＰａ・ｓ以下とすることで
、エッチング液の印刷を負荷なく行うことが確保されると共に、金属ナノワイヤーの溶解
に要する処理時間を所望の時間内で完了させることができる。
【０１１９】
　エッチング液の付与により非導電性領域を形成する方法は、導電性層上にパターン状に
エッチング液を付与する方法であれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
できる。例えばスクリーン印刷、インクジェット印刷、予めレジスト剤などによりエッチ
ングマスクを形成しておきその上にエッチング液をコーター塗布、ローラー塗布、ディッ
ピング塗布、スプレー塗布する方法、などが挙げられる。これらの中でも、スクリーン印
刷、インクジェット印刷、コーター塗布、ディップ（浸漬）塗布が特に好ましい。
　前記インクジェット印刷としては、例えばピエゾ方式及びサーマル方式のいずれも使用
可能である。
【０１２０】
　前記パターンの種類には、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、文字、記号、模様、図形、配線パターン、などが挙げられる。
　前記パターンの大きさには、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、ナノオーダーサイズからミリオーダーサイズのいずれの大きさであっても構わない。
【０１２１】
　前記導電性部材は、表面抵抗率が１，０００Ω／□以下であることが好ましい。ここで
、上記表面抵抗率は、非パターン化導電性層を有する導電性部材の場合には、当該導電性
層の表面抵抗率であり、パターン化導電性層を有する導電性部材の場合には、導電性領域
における導電性層の表面抵抗率である。
　上記表面抵抗率は、導電性部材における導電性層の基材側とは反対側の表面を四探針法
）により測定して得られる値である。四探針法による表面抵抗率の測定方法は、例えばＪ
ＩＳ　Ｋ　７１９４：１９９４（導電性プラスチックの４探針法による抵抗率試験方法）
などに準拠して測定することができ、市販の表面抵抗率計を用いて、簡便に測定すること
ができる。表面抵抗率を１，０００Ω／□以下とするには、導電性層に含まれる金属ナノ
ワイヤの種類および特定アルコキシド化合物と金属ナノワイヤとの含有比率の少なくとも
一つを調整すればよい。より具体的には、特定アルコキシド化合物と金属ナノワイヤの含
有量の比率を０．２５／１～３０／１の質量比の範囲内で調製することにより、所望の範
囲の表面抵抗率を有する導電性層を形成することができる。
　導電性部材の表面抵抗率は、０．１Ω／□～９００Ω／□の範囲であることが更に好ま
しい。
【０１２２】
　前記導電性部材は、導電性層が高い導電性と透明性とを有すると共に、膜強度が高く、
耐摩耗性に優れ、かつ屈曲性に優れるので、例えばタッチパネル、ディスプレイ用電極、
電磁波シールド、有機ＥＬディスプレイ用電極、無機ＥＬディスプレイ用電極、電子ペー
パー、フレキシブルディスプレイ用電極、集積型太陽電池、液晶表示装置、タッチパネル
機能付表示装置、その他の各種デバイスなどに幅広く適用される。これらの中でも、タッ
チパネルおよび太陽電池への適用が特に好ましい。
【０１２３】
＜＜タッチパネル＞＞
　前記導電性部材は、例えば、表面型静電容量方式タッチパネル、投射型静電容量方式タ
ッチパネル、抵抗膜式タッチパネルなどに適用される。ここで、タッチパネルとは、いわ
ゆるタッチセンサ及びタッチパッドを含むものとする。
　前記タッチパネルにおけるタッチパネルセンサー電極部の層構成が、２枚の透明電極を
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貼合する貼合方式、１枚の基材の両面に透明電極を具備する方式、片面ジャンパーあるい
はスルーホール方式あるいは片面積層方式のいずれかであることが好ましい。
【０１２４】
　前記表面型静電容量方式タッチパネルについては、例えば特表２００７－５３３０４４
号公報に記載されている。
【０１２５】
＜＜太陽電池＞＞
　前記導電性部材は、集積型太陽電池（以下、太陽電池デバイスと称することもある）に
おける透明電極として有用である。
　集積型太陽電池としては、特に制限はなく、太陽電池デバイスとして一般的に用いられ
るものを使用することができる。例えば、単結晶シリコン系太陽電池デバイス、多結晶シ
リコン系太陽電池デバイス、シングル接合型、又はタンデム構造型等で構成されるアモル
ファスシリコン系太陽電池デバイス、ガリウムヒ素（ＧａＡｓ）やインジウム燐（ＩｎＰ
）等のＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体太陽電池デバイス、カドミウムテルル（ＣｄＴｅ）等の
ＩＩ－ＶＩ族化合物半導体太陽電池デバイス、銅／インジウム／セレン系（いわゆる、Ｃ
ＩＳ系）、銅／インジウム／ガリウム／セレン系（いわゆる、ＣＩＧＳ系）、銅／インジ
ウム／ガリウム／セレン／硫黄系（いわゆる、ＣＩＧＳＳ系）等のＩ－ＩＩＩ－ＶＩ族化
合物半導体太陽電池デバイス、色素増感型太陽電池デバイス、有機太陽電池デバイスなど
が挙げられる。これらの中でも、前記太陽電池デバイスが、タンデム構造型等で構成され
るアモルファスシリコン系太陽電池デバイス、及び銅／インジウム／セレン系（いわゆる
、ＣＩＳ系）、銅／インジウム／ガリウム／セレン系（いわゆる、ＣＩＧＳ系）、銅／イ
ンジウム／ガリウム／セレン／硫黄系（いわゆる、ＣＩＧＳＳ系）等のＩ－ＩＩＩ－ＶＩ
族化合物半導体太陽電池デバイスであることが好ましい。
【０１２６】
　タンデム構造型等で構成されるアモルファスシリコン系太陽電池デバイスの場合、アモ
ルファスシリコン、微結晶シリコン薄膜層、また、これらにＧｅを含んだ薄膜、更に、こ
れらの２層以上のタンデム構造が光電変換層として用いられる。成膜はプラズマ化学気相
蒸着法（ＣＶＤ）等を用いる。
【０１２７】
　前記導電性部材は、前記全ての太陽電池デバイスに関して適用できる。導電性部材は、
太陽電池デバイスのどの部分に含まれてもよいが、光電変換層に隣接して導電性層が配置
されていることがいることが好ましい。光電変換層との位置関係に関しては下記の構成が
好ましいが、これに限定されるものではない。また、下記に記した構成は太陽電池デバイ
スを構成する全ての部分を記載しておらず、前記透明導電層の位置関係が分かる範囲の記
載としている。ここで、角括弧で括られた構成が、前記導電性部材に相当する。
（Ａ）［基材－導電性層］－光電変換層
（Ｂ）［基材－導電性層］－光電変換層－［導電性層－基材］
（Ｃ）基板－電極－光電変換層－［導電性層－基材］
（Ｄ）裏面電極－光電変換層－［導電性層－基材］
　このような太陽電池の詳細については、例えば特開２０１０－８７１０５号公報に記載
されている。
【実施例】
【０１２８】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。なお、実施例中の含有率としての「％」、及び、「部」は、いずれも質量基準
に基づくものである。
　以下の例において、金属ナノワイヤの平均短軸長（平均直径）及び平均長軸長、短軸長
の変動係数、並びに、アスペクト比が１０以上の銀ナノワイヤの比率は、以下のようにし
て測定した。
【０１２９】
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＜金属ナノワイヤの平均短軸長（平均直径）及び平均長軸長＞
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ；日本電子株式会社製、商品名：ＪＥＭ－２０００ＦＸ）を
用いて拡大観察される金属ナノワイヤから、ランダムに選択した３００個の金属ナノワイ
ヤの短軸長（直径）と長軸長を測定し、その平均値から金属ナノワイヤの平均短軸長（平
均直径）及び平均長軸長を求めた。
＜金属ナノワイヤの短軸長（直径）の変動係数＞
　上記電子顕微鏡（ＴＥＭ）像からランダムに選択した３００個のナノワイヤの短軸長（
直径）を測定し、その３００個についての標準偏差と平均値を計算することにより、求め
た。
＜アスペクト比が１０以上の銀ナノワイヤの比率＞
　透過型電子顕微鏡（ＪＥＭ－２０００ＦＸ：上述）を用い、銀ナノワイヤーの短軸長を
３００個観察し、ろ紙を透過した銀の量を各々測定し、短軸長が５０ｎｍ以下であり、か
つ長軸長が５μｍ以上である銀ナノワイヤーをアスペクト比が１０以上の銀ナノワイヤー
の比率（％）として求めた。
　なお、銀ナノワイヤの比率を求める際の銀ナノワイヤの分離は、メンブレンフィルター
（Ｍｉｌｌｉｐｏｒｅ社製、商品名：ＦＡＬＰ　０２５００、孔径：１．０μｍ）を用い
て行った。
【０１３０】
（調製例１）
－銀ナノワイヤ水分散液（１）の調製－
　予め、下記の添加液Ａ、Ｇ、及びＨを調製した。
〔添加液Ａ〕
　硝酸銀粉末０．５１ｇを純水５０ｍＬに溶解した。その後、１Ｎのアンモニア水を透明
になるまで添加した。そして、全量が１００ｍＬになるように純水を添加した。
〔添加液Ｇ〕
　グルコース粉末０．５ｇを１４０ｍＬの純水で溶解して、添加液Ｇを調製した。
〔添加液Ｈ〕
　ＨＴＡＢ（ヘキサデシル－トリメチルアンモニウムブロミド）粉末０．５ｇを２７．５
ｍＬの純水で溶解して、添加液Ｈを調製した。
【０１３１】
　次に、以下のようにして、銀ナノワイヤ水分散液（１）を調製した。
　純水４１０ｍＬを三口フラスコ内に入れ、２０℃にて攪拌しながら、添加液Ｈ　８２．
５ｍＬ、及び添加液Ｇ　２０６ｍＬをロートにて添加した（一段目）。この液に、添加液
Ａ　２０６ｍＬを流量２．０ｍＬ／分、攪拌回転数８００ｒｐｍで添加した（二段目）。
その１０分間後、添加液Ｈを８２．５ｍＬ添加した（三段目）。その後、３℃／分で内温
７３℃まで昇温した。その後、攪拌回転数を２００ｒｐｍに落とし、５．５時間加熱した
。
　得られた水分散液を冷却した後、限外濾過モジュールＳＩＰ１０１３（商品名、旭化成
株式会社製、分画分子量：６，０００）、マグネットポンプ、及びステンレスカップをシ
リコーン製チューブで接続し、限外濾過装置とした。
　銀ナノワイヤ分散液（水溶液）をステンレスカップに入れ、ポンプを稼動させて限外濾
過を行った。モジュールからの濾液が５０ｍＬになった時点で、ステンレスカップに９５
０ｍＬの蒸留水を加え、洗浄を行った。前記の洗浄を伝導度が５０μＳ／ｃｍ以下になる
まで繰り返した後、濃縮を行い、０．８４％銀ナノワイヤ水分散液を得た。
　得られた調製例１の銀ナノワイヤについて、前述のようにして平均短軸長、平均長軸長
、アスペクト比が１０以上の銀ナノワイヤの比率、及び銀ナノワイヤの短軸長の変動係数
を測定した。
【０１３２】
　その結果、平均短軸長１７．２ｎｍ、平均長軸長３４．２μｍ、変動係数が１７．８％
の銀ナノワイヤを得た。得られた銀ナノワイヤのうち、アスペクト比が１０以上の銀ナノ
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ワイヤの占める比率は８１．８％であった。以後、「銀ナノワイヤ水分散液（１）」と表
記する場合は、上記方法で得られた銀ナノワイヤ水分散液を示す。
【０１３３】
（調製例２）
－ガラス基板の前処理－
　まず、水酸化ナトリウム１％水溶液に浸漬した厚み０．７ｍｍの無アルカリガラス板を
超音波洗浄機によって３０分間超音波照射し、ついでイオン交換水で６０秒間水洗した後
２００℃で６０分間加熱処理を行った。その後、シランカップリング液としてＫＢＭ－６
０３（商品名、Ｎ－（β－アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、信
越化学工業（株）製）の０．３％水溶液をシャワーにより２０秒間吹き付け、純水シャワ
ー洗浄した。以後、「ガラス基板」と表記する場合は、上記前処理で得られた無アルカリ
ガラス基板を示す。
【０１３４】
（調製例３）
－図１に示す構成を有するＰＥＴ基板１０１の作製－
　下記の配合で接着用溶液１を調製した。
［接着用溶液１］
・タケラック（登録商標）ＷＳ－４０００　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
（コーティング用ポリウレタン、固形分濃度３０％、三井化学（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
（商品名：ナローアクティＨＮ－１００、三洋化成工業（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
（サンデット（登録商標）ＢＬ、固形分濃度４３％、三洋化成工業（株）製）
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９４．４部
【０１３５】
　厚さ１２５μｍのＰＥＴフィルム１０の一方の表面にコロナ放電処理を施し、このコロ
ナ放電処理を施した表面に、上記の接着用溶液１を塗布し１２０℃で２分間乾燥させて、
厚さが０．１１μｍの第１の接着層３１を形成した。
【０１３６】
　以下の配合で、接着用溶液２を調製した。
［接着用溶液２］
・テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
（商品名：ＫＢＥ－０４、信越化学工業（株）製）
・３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　　　　　　　　　３．２部
（商品名：ＫＢＭ－４０３、信越化学工業（株）製）
・２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン　　　１．８部
（商品名：ＫＢＭ－３０３、信越化学工業（株）製）
・酢酸水溶液（酢酸濃度＝０．０５％、ｐＨ＝５．２）　　　　　　　　　１０．０部
・硬化剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８部
（ホウ酸、和光純薬工業（株）製）
・コロイダルシリカ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０．０部
（スノーテックス（登録商標）Ｏ、平均粒子径１０ｎｍ～２０ｎｍ、固形分濃度２０％、
ｐＨ＝２．６、日産化学工業（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
（ナローアクティＨＮ－１００（上述））
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
（サンデット（登録商標）ＢＬ、固形分濃度４３％、三洋化成工業（株）製）
【０１３７】
　接着用溶液２は、以下の方法で調製した。酢酸水溶液を激しく攪拌しながら、３－グリ
シドキシプロピルトリメトキシシランを、この酢酸水溶液中に３分間かけて滴下した。次
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に、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシランを酢酸水溶液中
に強く攪拌しながら３分間かけて添加した。次に、テトラエトキシシランを、酢酸水溶液
中に強く攪拌しながら５分かけて添加し、その後２時間攪拌を続けた。次に、コロイダル
シリカと、硬化剤と、界面活性剤とを順次添加し、接着用溶液２を調製した。
【０１３８】
　前述の第１の接着層３１の表面をコロナ放電処理したのち、その表面に、上記の接着用
溶液２をバーコート法により塗布し、１７０℃で１分間加熱して乾燥し、厚さ０．５μｍ
の第２の接着層３２を形成して、図１に示す構成を有するＰＥＴ基板１０１を得た。
【０１３９】
（導電性部材１の作製）
　下記組成のアルコキシド化合物の溶液を６０℃で１時間撹拌して均一になったことを確
認した。得られたゾルゲル溶液３．６５部と前記調整例１で得られた銀ナノワイヤ水分散
液（１）１６．３５部を混合し、さらに蒸留水で希釈してゾルゲル塗布液を得た。上記の
ＰＥＴ基板１０１の第２の接着層３２の表面にコロナ放電処理を施し、その表面にバーコ
ート法で銀量が０．０１５ｇ／ｍ２、全固形分塗布量が０．１２８ｇ／ｍ２となるように
上記ゾルゲル塗布液を塗布したのち、１７５℃で１分間乾燥してゾルゲル反応を起こさせ
て、導電性層２０を形成した。かくして、図１の断面図で示される構成を有する非パター
ン化導電性部材１を得た。導電性層におけるテトラエトキシシラン（アルコキシド化合物
）／銀ナノワイヤの質量比は７／１となった。
＜アルコキシド化合物の溶液＞
・テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
（ＫＢＥ－０４（上述））
・１％酢酸水溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
【０１４０】
　また、触針式表面形状測定器（Ｄｅｋｔａｋ（登録商標）１５０、Ｂｒｕｋｅｒ　ＡＸ
Ｓ製）を用いて測定した導電性層の平均膜厚は、０．０６５μｍであった。
　さらに以下のようにして電子顕微鏡を用いて測定した導電性層の平均膜厚は、０．０２
９μｍであった。
（電子顕微鏡を用いた膜厚測定方法）
　導電性部材上にカーボンおよびＰｔの保護層を形成した後、日立社製収束イオンビーム
装置（商品名：ＦＢ－２１００）内で約１０μｍ幅、約１００ｎｍ厚の切片を作製し、導
電性層の断面を日立製走査透過型電子顕微鏡（商品名：ＨＤ－２３００、印加電圧：２０
０ｋＶ）で観察し、５箇所の導電性層の膜厚を測定し、その算術平均値として平均膜厚を
算出した。平均膜厚は金属ワイヤーの存在しないマトリックス成分のみの厚みを測定して
算出した。
　なお、平均膜厚の測定においてのみ、上記保護層を備えた導電性部材を測定に供してい
るが、他の性能評価に際しては保護層を備えていない導電性部材を測定に供した。
　導電性層表面の水滴接触角を、ＤＭ－７０１（上述）を用いて２５℃にて測定したとこ
ろ、１０゜であった。
【０１４１】
＜＜パターニング＞＞
　上記で得られた非パターン化導電性部材１を用いて、以下の方法によりパターニング処
理を行った。スクリーン印刷には、株式会社ミノグループ製のＷＨＴ－３とスキージＮｏ
．４イエローと（共に商品名）を使用した。パターニングを形成するための銀ナノワイヤ
の溶解液はＣＰ－４８Ｓ－Ａ液と、ＣＰ－４８Ｓ－Ｂ液（いずれも商品名、富士フイルム
社製）と、純水とを１：１：１となるように混合し、ヒドロキシエチルセルロースで増粘
させて形成し、スクリーン印刷用のインクとした。使用したパターンメッシュはストライ
プパターン（ライン／スペース＝５０μｍ／５０μｍ）であった。
　非導電性領域を形成する部分領域に、エッチング液を付与量が０．０１ｇ／ｃｍ２とな
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るように付与した後、２５℃で２分間放置した。その後、水洗することでパターニング処
理を行い、導電性領域と非導電性領域とを有する導電性層を含む導電性部材１を得た。
　上記パターニング処理を行い、導電性領域と非導電性領域とを有する導電性層を含むパ
ターン化導電性部材１を得た。
【０１４２】
（導電性部材２～１３の作製）
　導電性部材１の作製における、ゾルゲル塗布液の調整において混合するゾルゲル溶液お
よび銀ナノワイヤ水分散液（１）の各量、ＰＥＴ基板１０１上に塗布した銀量および全固
形物塗布量を下記表１に示すように変更した以外は、導電性部材１の作製と同様にして導
電性部材２～１３を得た。なお、表１中の厚さは、電子顕微鏡を用いて測定した平均膜厚
の数値である。
【０１４３】
【表１】

【０１４４】
（導電性部材Ｃ１の作製）
　導電性部材１の作製において、ゾルゲル溶液を添加しなかったことを除いて導電性部材
１の作製と同様にして導電性部材Ｃ１を得た。導電性層の平均膜厚は、０．００２μｍで
あった。
（導電性部材Ｃ２の作製）
　導電性部材１の作製において、ゾルゲル溶液を下記溶液Ａに変更した以外は導電性部材
１と同様にして導電性部材Ｃ２を得た。導電性層の平均膜厚は、０．１５０μｍであった
。
＜溶液Ａ＞
・ポリビニルピロリドン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．０部
 
【０１４５】
（導電性部材Ｃ３の作製）
　導電性部材１の作製において、ゾルゲル溶液を下記溶液Ｂに変更した点、および導電性
層２０を窒素雰囲気下で超高圧水銀灯ｉ線（３６５ｎｍ）を用いて、露光量４０ｍＪ／ｃ
ｍ２で露光した点を除いて、導電性部材１の作製と同様にして、導電性部材Ｃ３を得た。
＜溶液Ｂ＞
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・ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　　　　　　　　　　　５．０部
・光重合開始剤：２，４－ビス－（トリクロロメチル）－６－
　　　［４－{Ｎ，Ｎ－ビス（エトキシカルボニルメチル）アミノ}－３－ブロモ
　　　　フェニル］－ｓ－トリアジン　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４部
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．６部
【０１４６】
（導電性部材Ｃ４～Ｃ１２の作製）
　導電性部材Ｃ３の作製における、混合する溶液Ｂおよび銀ナノワイヤ水分散液（１）の
各量、ＰＥＴ基板１０１上に塗布した銀量および全固形物塗布量を下記表２に示すように
変更した以外は導電性部材Ｃ３の場合と同様にして導電性部材Ｃ４～Ｃ１２を得た。表２
中の厚さは、電子顕微鏡を用いて測定した平均膜厚の数値である。
【０１４７】
【表２】

【０１４８】
＜＜評価＞＞
　得られた各導電性部材について、後述の方法で表面抵抗率、光学特性（全光透過率およ
びヘイズ）、耐摩耗性、耐熱性、耐湿熱性、屈曲性、及びエッチング性を評価し、その結
果を表３に示した。なお、評価には非パターン化導電性部材を用いた。
【０１４９】
＜表面抵抗率＞
　導電性層の導電性領域の表面抵抗率を、三菱化学株式会社製Ｌｏｒｅｓｔａ（登録商標
）－ＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ６００を用いて測定した。１０ｃｍ×１０ｃｍのサンプルの導電性
領域の中央部のランダムに選択した５箇所について表面抵抗率を測定し、その平均値を当
該サンプルの表面抵抗率とした。
【０１５０】
＜光学特性（全光透過率）＞
　導電性部材の導電性領域に相当する部分の全光透過率（％）と、導電性層２０を形成す
る前のＰＥＴ基板１０１の全光透過率（％）とをガードナー社製のヘイズガードプラス（
商品名）を用いて測定し、その比から導電性層の透過率を換算した。Ｃ光源下のＣＩＥ視
感度関数ｙについて、測定角０°で測定し、１０ｃｍ×１０ｃｍのサンプルの導電性領域
の中央部のランダムに選択した５箇所について上記全光透過率を測定して透過率を算出し
、その平均値を当該サンプルの透過率とした。
【０１５１】
＜光学特性（ヘイズ）＞
　導電性部材の導電性領域に相当する部分のヘイズ値をヘイズガードプラス（上述）を用
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いて測定した。１０ｃｍ×１０ｃｍのサンプルの導電性領域の中央部のランダムに選択し
た５箇所について上記ヘイズ値を測定し、その平均値を当該サンプルのヘイズ値とした。
【０１５２】
＜耐摩耗性＞
　前記導電性層の表面を、ＦＣガーゼ（上述）を用いて、２０ｍｍ×２０ｍｍのサイズを
備えた５００ｇ荷重で５０往復擦り（すなわち、導電性層の表面に１２５ｇ/ｃｍ２の圧
力でガーゼを押し付けて５０往復擦り）、その前後の傷の有無および表面抵抗率の変化(
摩耗後表面抵抗率／摩耗前表面抵抗率)を観察した。摩耗試験には、新東科学株式会社製
の連続加重引掻試験機Ｔｙｐｅ１８ｓ（商品名）、表面抵抗率はＬｏｒｅｓｔａ－ＧＰ　
ＭＣＰ－Ｔ６００（上述）を用いて測定した。傷が無く、表面抵抗率の変化が少ないもの
ほど（１に近いほど）、耐摩耗性が優れる。なお、表中の「ＯＬ」は表面抵抗値が１．０
×１０８Ω／□以上で導電性が無いことを意味する。
【０１５３】
＜耐熱性＞
　得られた導電性部材を１５０℃で６０分間加熱し、その前後の表面抵抗率の変化(耐熱
性試験後表面抵抗率／耐熱性試験前表面抵抗率、「抵抗変化」ともいう)及びヘイズ値の
変化（耐熱性試験後ヘイズ値－耐熱性試験前ヘイズ値、「ヘイズ変化」ともいう）を観察
した。表面抵抗率はＬｏｒｅｓｔａ－ＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ６００（上述）を用い、ヘイズ値
はヘイズガードプラス（上述）を用いて測定した。表面抵抗率の変化、ヘイズ値の変化が
少ないものほど（抵抗変化は１に近いほど、ヘイズ変化は０に近いほど）、耐熱性に優れ
る。
【０１５４】
＜耐湿熱性＞
　得られた導電性部材を６０℃９０ＲＨ％の環境下で２４０時間静置し、その前後の表面
抵抗率の変化(耐湿熱性試験後表面抵抗率／耐湿熱性試験前表面抵抗率、「抵抗変化」と
もいう)及びヘイズ値の変化（耐湿熱性試験後ヘイズ値－耐湿熱性試験前ヘイズ値、「ヘ
イズ変化」ともいう）を観察した。表面抵抗率はＬｏｒｅｓｔａ－ＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ６０
０（上述）を用い、ヘイズ値はヘイズガードプラス（上述）を用いて測定した。表面抵抗
率の変化、ヘイズ値の変化が少ないものほど（抵抗変化は１に近いほど、ヘイズ変化は０
に近いほど）、耐湿熱性に優れる。
【０１５５】
＜屈曲性＞
　導電性部材を、直径１０ｍｍの円筒マンドレルを備えた円筒形マンドレル屈曲試験器（
コーテック（株）社製）を用いて、２０回曲げ試験に供し、その前後のクラックの有無お
よび抵抗値の変化(曲げ試験後表面抵抗値／曲げ試験前表面抵抗値)を観察した。クラック
の有無は目視および光学顕微鏡を用い、表面抵抗値はＬｏｒｅｓｔａ－ＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ
６００（上述）を用いて測定した。クラックが無く且つ表面抵抗値の変化が少ないものほ
ど（１に近いほど）、屈曲性が優れる。
【０１５６】
＜エッチング性＞
　得られた導電性部材をパターン形成に用いたＣＰ－４８Ｓ－Ａ液と、ＣＰ－４８Ｓ－Ｂ
液（いずれも商品名、富士フイルム社製）と、純水とを１：１：１となるように混合した
溶液（エッチング液）に２５℃で浸漬し、その後流水で洗浄し、乾燥した。表面抵抗値を
Ｌｏｒｅｓｔａ－ＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ６００（上述）を用いて測定した。ヘイズ値はヘイズ
ガードプラス（上述）を用いて測定した。
　エッチング液浸漬後に表面抵抗値が高く、Δヘイズ（浸漬前後のヘイズ差）が大きいほ
どエッチング性に優れる。そこで、表面抵抗値が１．０×１０８Ω／□以上、及びΔヘイ
ズが０．４％以上となるまでのエッチング液浸漬時間を求め、下記のランク付けを行った
。
ランク５：表面抵抗値１．０×１０８Ω／□以上、及びΔヘイズ０．４％以上となるまで
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のエッチング液浸漬時間が３０秒未満で極めて優秀なレベル
ランク４：同上時間が、３０秒以上～６０秒未満で優秀なレベル
ランク３：同上時間が、６０秒以上～１２０秒未満で良好なレベル
ランク２：同上時間が、１２０秒以上～１８０秒未満で実用上問題があるレベル
ランク１：同上時間が、１８０秒以上であり、実用上極めて問題があるレベル
【０１５７】
【表３】

【０１５８】
　表３に示された結果から、本発明の一実施形態に係る導電性部材は導電性、透明性（全
光透過率及びヘイズ）、耐摩耗性、耐熱性、耐湿熱性および屈曲性に優れていることが理
解できる。
【０１５９】
（導電性部材１４の作製）
　下記組成のアルコキシド化合物の溶液を６０℃で１時間撹拌して均一になったことを確
認した。得られたゾルゲル溶液３．４４部と前記調整例１で得られた銀ナノワイヤ水分散
液１６．５６部を混合し、さらに蒸留水で希釈してゾルゲル塗布液を得た。前記のＰＥＴ
基板１０１の第２の接着層３２の表面にコロナ放電処理を施し、その表面にバーコート法
で銀量が０．０２０ｇ／ｍ２、全固形分塗布量が０．１５０ｇ／ｍ２となるように上記ゾ
ルゲル塗布液を塗布したのち、１７５℃で１分間乾燥してゾルゲル反応を起こさせて、導
電性層２０を形成した。かくして、図１の断面図で示される構成を有する非パターン化導
電性部材１４を得た。導電性層におけるテトラエトキシシラン（アルコキシド化合物）／
銀ナノワイヤの質量比は６．５／１となった。
　上記で得られた非パターン化導電性部材１を用いて、導電性部材１の作製の場合と同様
にしてパターニング処理を行い、導電性部材１４を得た。
＜アルコキシド化合物の溶液＞
・テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
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・１％酢酸水溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
（導電性部材１５～２３の作製）
　前記アルコキシド化合物の溶液において、テトラエトキシシランの代わりに、下記に記
載のテトラアルコキシ化合物、オルガノアルコキシ化合物、又は、これら二つの化合物を
、下記に記載の量で使用した以外は、導電性部材１４の作製と同様にして導電性部材１５
～２３を得た。
導電性部材１５：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　５．０部
導電性部材１６：ジエチルジメトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　５．０部
導電性部材１７：テトラメトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
導電性部材１８：ウレイドプロピルトリエトキシシラン　　　　　　　　　５．０部
導電性部材１９：テトラプロポキシチタネート　　　　　　　　　　　　　５．０部
導電性部材２０：テトラエトキシジルコネート　　　　　　　　　　　　　５．０部
導電性部材２１：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　２．５部
　　　　　　　　テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　２．５部
導電性部材２２：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　１．０部
　　　　　　　　テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
導電性部材２３：３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　４．０部
　　　　　テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０部
（導電性部材２４の作製）
　前記ＰＥＴ基板１０１を調製例２で作製したガラス基板に変更した以外は導電性部材１
４の作製と同様にして導電性部材２４を得た。
【０１６０】
＜＜評価＞＞
　得られた各導電性部材について、前述と同じ方法で表面抵抗値、全光透過率、ヘイズ、
耐摩耗性、耐熱性、耐湿熱性、及び屈曲性を評価した。なお、表面抵抗値、全光透過率、
ヘイズの評価は、下記のランク付により行った。評価結果は表５に示す。
＜表面抵抗値＞
・ランク５：表面抵抗値　１００Ω／□未満で、極めて優秀なレベル
・ランク４：表面抵抗値　１００Ω／□以上、１５０Ω／□未満で、優秀なレベル
・ランク３：表面抵抗値　１５０Ω／□以上、２００Ω／□未満で、許容レベル
・ランク２：表面抵抗値　２００Ω／□以上、１０００Ω／□未満で、やや問題なレベル
・ランク１：表面抵抗値　１０００Ω／□以上で、問題なレベル。
【０１６１】
＜光学特性（全光透過率）＞
・ランクＡ：透過率９０％以上で、良好なレベル
・ランクＢ：透過率８５％以上９０％未満で、やや問題なレベル
【０１６２】
＜光学特性（ヘイズ）＞
・ランクＡ：ヘイズ値１．５％未満で、優秀なレベル
・ランクＢ：へイズ値１．５％以上２．０％未満で、良好なレベル。
・ランクＣ：へイズ値２．０％以上２．５％未満で、やや問題なレベル。
・ランクＤ：へイズ値２．５以上で、問題なレベル。
【０１６３】
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【表４】

【０１６４】
　表４の結果から、さまざまなアルコキシド化合物を用いた場合でも耐摩耗性、耐熱性、
耐湿熱性、及び屈曲性に優れた導電性部材を提供できることが分かる。
【０１６５】
（導電性部材２５～３２の作製）
　前記銀ナノワイヤ水分散液（１）の代わりに、平均長軸長、平均短軸長が異なる下記表
５に示される銀ナノワイヤ水分散液（２）～（９）を使用した以外は導電性部材１４の作
製と同様にして導電性部材２５～３２を得た。
【０１６６】

【表５】

【０１６７】
（導電性部材３３の作製）
　調製例３で作製されたＰＥＴ基板１０１の第２の接着層３２の表面をコロナ放電処理し
たのち、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン（ＫＢＭ－６０
３（上述））の０．１％水溶液を、バーコート法で固形分塗布量が０．００７ｇ／ｍ２と
なるように塗布し、１７５℃で１分間乾燥して、機能層３３を形成した。かくして、図２
に示す構成を有する、接着層３１、接着層３２および機能層３３の三層構成よりなる中間
層３０を有するＰＥＴ基板１０２を作製した。
　ＰＥＴ基板１０２上に、導電性部材１４の導電性層と同じ導電性層２０を形成して、図
２の断面図で示される非パターン化導電性部材３３を作製した。これを導電性部材１４の
場合と同様にしてパターニングを実施し、導電性部材３３を得た。
【０１６８】
（導電性部材３４～４１の作製）
　導電性部材３３で使用したＰＥＴ基板１０２における機能層３３の形成において、Ｎ－
β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン（ＫＢＭ－６０３（上述））
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を下記化合物に変更した以外は、導電性部材３３の作製と同様にして導電性部材３４～４
１を得た。
導電性部材３４：ウレイドプロピルトリエトキシシラン
導電性部材３５：３－アミノプロピルトリエトキシシラン
導電性部材３６：３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン
導電性部材３７：ポリアクリル酸（質量平均分子量：５０，０００）
導電性部材３８：ホスマーＭ（上述）のホモポリマー(質量平均分子量２０，０００)
導電性部材３９：ポリアクリルアミド（質量平均分子量１００，０００）
導電性部材４０：ポリ（ｐ－スチレンスルホン酸ナトリウム）（質量平均分子量５０，０
００）
導電性部材４１：ビス(ヘキサメチレン)トリアミン
【０１６９】
＜＜評価＞＞
　得られた各導電性部材について、導電性部材１４の場合と同様にして評価した。結果は
表６に示す。
【０１７０】
【表６】

 
【０１７１】
　表６に示された結果から、本発明の一実施形態に係る導電性部材は導電性、全光透過率
、ヘイズ、膜強度において優れていることが理解できる。導電性層に接する中間層として
、アミド基、アミノ基、メルカプト基、カルボン酸基、スルホン酸基、リン酸基又はホス
ホン酸基を有する化合物を含む機能層を設けることで、耐摩耗性が高まるという著しい効
果を奏していることが分かる。
【０１７２】
（導電性部材４２の作製）
　銀ナノワイヤ水分散液（１）に代えて米国特許出願公開２０１１／０１７４１９０Ａ１
号公報の例１および例２に記載（８項段落０１５１～９項段落０１６０）の銀ナノワイヤ
分散液を蒸留水にて０．８５％に希釈した銀ナノワイヤ水分散液（１０）を用いた以外は
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導電性部材１と同様にして導電性部材４２を得た。
【０１７３】
（導電性部材４３～５１の作製）
　以下に対応を示すように銀ナノワイヤ水分散液（１）を上記銀ナノワイヤ水分散液（１
０）に変更した以外は、上記導電性部材７、８、９、１０、１５、１７、３３、３４、ま
たは３５と同様にして導電性部材４３～５１をそれぞれ得た。
導電性部材４３：導電性部材７のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材４４：導電性部材８のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材４５：導電性部材９のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材４６：導電性部材１０のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材４７：導電性部材１５のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材４８：導電性部材１７のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材４９：導電性部材３３のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材５０：導電性部材３４のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
導電性部材５１：導電性部材３５のバインダー構成＋銀ナノワイヤ水分散液（１０）
【０１７４】
＜＜評価＞＞
　得られた各導電性部材について、前述と同じ方法で表面抵抗率、光学特性（全光透過率
、ヘイズ）、膜強度、耐磨耗性、耐熱性、耐湿熱性、屈曲性を評価した。結果を表７に示
す。
【０１７５】

【表７】

【０１７６】
　表７に明らかなように、導電性部材４２～５１の評価結果から、米国特許出願公開２０
１１／０１７４１９０Ａ１号公報に記載の銀ナノワイヤを使用しても、本発明の一実施形
態である導電性部材であれば全光透過率、ヘイズ、膜強度および耐磨耗性に優れた性能を
有していることが分かる。
【０１７７】
＜集積型太陽電池の作製＞
－アモルファス太陽電池（スーパーストレート型）の作製－
　ガラス基板上に、導電性部材１４と同様にして導電性層を形成し、透明導電膜を形成し
た。但し、パターニング処理は行わず全面均一な透明導電膜とした。その上部にプラズマ
ＣＶＤ法により膜厚約１５ｎｍのｐ型、膜厚約３５０ｎｍのｉ型、膜厚約３０ｎｍのｎ型
アモルファスシリコンを形成し、裏面反射電極としてガリウム添加酸化亜鉛層２０ｎｍ、
銀層２００ｎｍを形成し、光電変換素子１０１（集積型太陽電池）を作製した。
【０１７８】
－ＣＩＧＳ太陽電池（サブストレート型）の作製－
　ソーダライムガラス基板上に、直流マグネトロンスパッタ法により膜厚５００ｎｍ程度
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であるＣｕ（Ｉｎ０．６Ｇａ０．４）Ｓｅ２薄膜を形成し、その上に溶液析出法により膜
厚約５０ｎｍの硫化カドミニウム薄膜を形成した。
　その上に導電性部材１４の導電性層と同じ導電性層を形成し、ガラス基板上に透明導電
膜を形成し、光電変換素子２０１（ＣＩＧＳ太陽電池）を作製した。
【０１７９】
　作製した各太陽電池について、以下のようにして変換効率を評価した。結果を表５に示
す。
【０１８０】
＜太陽電池特性（変換効率）の評価＞
　各太陽電池について、エア・マス（ＡＭ）１．５、照射強度１００ｍＷ／ｃｍ２の疑似
太陽光を照射することで効率）を測定した。その結果、いずれ素子も９％の変換効率を示
した。
　この結果から、本発明の一実施形態である導電膜形成用積層体を透明導電膜の形成に用
いることで、いずれの集積型太陽電池方式においても高い変換効率が得られることが分か
った。
【０１８１】
－タッチパネルの作製－
　導電性部材１４の導電性層の形成と同様にして、ガラス基板上に透明導電膜を形成した
。得られた透明導電膜を用いて、『最新タッチパネル技術』（２００９年７月６日発行、
株式会社テクノタイムズ）、三谷雄二監修、“タッチパネルの技術と開発”、シーエムシ
ー出版（２００４年１２月発行）、「ＦＰＤ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　２００９　
Ｆｏｒｕｍ　Ｔ－１１講演テキストブック」、「Ｃｙｐｒｅｓｓ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃ
ｔｏｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　アプリケーションノートＡＮ２２９２」等に記載の方
法により、タッチパネルを作製した。
　作製したタッチパネルを使用した場合、光透過率の向上により視認性に優れ、かつ導電
性の向上により素手、手袋を嵌めた手、指示具のうち少なくとも一つによる文字等の入力
又は画面操作に対し応答性に優れるタッチパネルを製作できることが分かった。
【産業上の利用可能性】
【０１８２】
　本発明の一実施形態である導電膜形成用積層体は、そのまま使用しても、転写材料とし
て用いても、現像によるパターニング性に優れ、透明性、導電性及び耐久性（膜強度）に
優れるため、例えばパターン状透明導電膜、タッチパネル、ディスプレイ用帯電防止材、
電磁波シールド、有機ＥＬディスプレイ用電極、無機ＥＬディスプレイ用電極、電子ペー
パー、フレキシブルディスプレイ用電極、フレキシブルディスプレイ用帯電防止膜、表示
素子、集積型太陽電池の作製に好適に用いることができる。
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